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昭 和56年3月

　　　　 UiPDEC

財団法人　 日本情報処理開発協会



　この報告書 は,日 本 自転車振興会 か ら競輪収益 の一部 であ

る機械工業 振興 資金の補助 を受けて昭和55年 度に実施 した

「地域別情報拠 点の育成に関す る調査研究 」の成 果を と りま

とめた もので あ ります。
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　 地 方 の時 代 とい わ れ る'80年 代 にお いて は,我 が 国 の情 報 化 が一 層進 展 す る

時 期 で あ る と予 想 され ま す 。特 に地域 の社 会経 済 及 び 住民 生 活 が,多 様 化 し高

度 化 す る と と もに,的 確 な情 報 の利 用環 境 につ い て の 要請 が高 ま って い ます 。

　 この よ うな情 勢 に鑑 み,当 協 会 で は,地 域 情報 拠 点 の育 成 充実 を 計 る こ とが

必要 と考 え,情 報 ニ ー ズ調 査,シ ス テ ム開 発 上 の技 術 的 問題等の研究 を昭和54

年 度 よ り実 施 して お ります 。

　 地 域 情報 拠 点 の 構想 は,地 域 活 動 を行 ってい る機 関 が各 々の 目的 に応 じて 収

集 加 工 す る情 報 を ネ ッ トワー ク化 し,相 互 に有 効 利 用 を 図 り,提 供 サ ー ビス を

可 能 とす る もの です 。

　 初 年度 は,地 域 情 報 拠 点 育 成 調 査 委 員会 及 び3地 域 委 員会 を設 け て,地 域 開

発(北 海 道),地 場 産 業(東 海 ・北 陸),情 報 ネ ッ トワー ク形 成(九 州),の

3情 報拠 点 に つ い て,情 報 ニー ズ調 査 を行 い ま した。

　 第2年 度 と して本 年 度 は,前 記 各 委 員会 を継 続 して情 報拠 点 育 成 の た めに具

体 的 な テス トシス テ ムの研 究 を進 め る と とも に,新 た に2地 域 委 員 会 を設 け て,

地域 経 済 情報(関 信越 ・東 北),地 域 情 報 流通(近 畿 ・中国 ・四 国)の2情 報

拠 点 につ い て,情 報 ニ ーズ調 査 を実 施 い た しま した。 この結果,地 域 情 報 の所

在 と利 用 状 況 並 び に情報 ネ ッ トワー ク化 の た め の諸 条 件 等 が明 らか に な り,事

例 的 な研 究 に よ り,シ ス テ ム化 構 想 の た めの 有効 な資料 が作成 で きた もの と存

ず 石次 第 です 。

　 第3年 度 以 降 は,こ れ ま での 研 究成 果 を踏 まえ て,必 要性 の 高 い 情報 につ き,

条 件 の整 った地 域 か ら,地 域 情報 シス テ ムの 形 成 とそ の利 用 方 法 の 研 究 を推進

す る計 画 で す。

　 最 後 に本 調 査 に多 大 な ご協 力 とご支 援 を頂 い た関係 機 関各 位 を始 め と して,

多 用 の と ころ調 査 に ご尽 力 賜 わ った調査 委 員 及 び調 査 員 に有難 た くお礼 申 し上
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(財)地 方 自治情報 セン ター事務 局長

日本商工 会議所理事 ・広報部長

中小企業振興事業団情報企画課長

地域振興 整備公団工業 再配置第一 部長

日本 科学技術情 報 センター調査役

(財)日 本立地 センター主任研究員

(財)余 暇 開発センター研究開発部長

(財)余暇開発センター常務理事 ・研究開発部長

(財)関 西情報 センター専務理事

国立 防災科 学技術 センター資料調査室長

通 商産業省札幌通商産業局情 報管理室長

通商産業省仙台通商産業局情 報管理室長

通 商産業省 東京通商産業局情報管理室長

通商産業省名古屋通商産業局情報管理室長

通 商産 業省 名古屋通商産業局情 報管理室長

通商産業省大阪通商産業局情報管理室長

通 商産業省広島通商産業局情報 管理室長
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通商産業省福岡通商産業局情報管理 室長

通商産業省福岡通 商産業局情報管理 室 長
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(財)地方 自治情報センター業務部長

日本商工会議所情報開発室長

(財)関西情報センター計画調査部長

通商産業省札幌通商産業局電子計算機専門職

通商産業省札幌通商産業局

通商産業省仙台通商産業局電子計算機専門職

通商産業省東京通商産業局電子計算機専門職

通商産業省東京通商産業局

通商産業省東京通商産業局

通商産業省名古屋通商産業局

通商産業省名古屋通商産業局

通商産業省大阪通商産業局

通商産業省大阪通商産業局

通商産業省広島通商産業局

通商産業省四国通商産業局

通商産業省四国通商産業局

通商産業省福岡通商産業局電子計算機専門職

通商産業省福岡通商産業局

通商産業省福岡通商産業局

通商産業大臣官房情報管理課電子計算機専門職
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東京商工会議所産業部長
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東京商工会議所産業部首都対策課調査係長
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1.1　 地 域 別 情報 拠 点 の 考 え方

　 大都 市 にお い て は,人 口集 中 が もた ら した過 密 問 題,環 境 問 題等 に よ り,

住 み よい 住 宅 の確 保,公 害 の ない生 活 な ど,住 民 の ニー ズの 充 足 が 困難 と な

　って きてい る。 一 方,地 方 にお いて は,社 会 資本 の 蓄 積,交 通 ・通 信 の整 備

等 が進 み,大 都 市 との 所 得格 差,情 報 流通 速 度 の 格差 が な くな る な ど,最 近,

そ の 魅 力が増 す 傾 向 にあ る。 この傾 向 は,Jタ ー ン ・Uタ ー ン現 象 とい う人

　口移 動 や 地 方 へ の産 業 分散 とい う形 で あ らわれ て きて い る。

　 　この よ うな状 況 か ら,8'0年 代 は 「地 方 の時代 」であ る とい われ てts　b,

　田 園 都 市 構 想,テ クノ ポ リス 構 想,国 際流 通都 市 構 想,地 場産 業都 市構 想,

　・一カル ・エネルギー問題 等,地 域 の 問 題 に関連 す る施 策 が次 々 と打 ち出 さ れ

　て い る。

　 　この よ うに地域 の重 要 性 が説 か れ る中 で,国,地 方 自治体,企 業及 び住 民

が,そ れぞ れ の 役割 を は た し,十 分 な連 携体 制 を取 る こ とが ひ とつ の 重 要 な

　テ ー マ と な って き てい る。　 「'80年 代 通 産政 策 ビジ ョン」 で も,交 通 ・輸送

　な どの 基 盤 整 備,人 材 育成,地 場 産 業 の 強 化,デ ザ イ ン向上 と技術 開発,自

　前 企 業 の 育 成 ・振興 等,地 域 に 関す る様 々 な問題 につ い て,

　 　 地 域 の特 性 とニ ーズ を 踏 ま え た地域 の 施策 と,全 国的 視 野 に立 った 国 の

　 　 　施 策 とが相 互 に補完 しあ い なが ら整 合 性 の とれ た形 で展 開 され なけ れ ば

　 　 　 な らない。

　 と し,地 域 の 主体 性 及 び 国 との連 携 の 両 面 が必 要 で あ る こ とを述 べ てい る。

　ま た,地 域 間 の 連 携 につ い て も,

　 　 地 域 間 の 有機 的 連 携 は,地 域 社 会 の 連 帯意 識 を高 め る と と もに,生 活 ・

　 　 文 化 施 設 に つ い て も地 域相 互 の 有 効利 用 を可 能 とし,こ れ に よ り住 民 は

　 　 　 よ り高 い レベ ル の サ ー ビス を享受 で き る。
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と して,そ の 重要 性 を説 い てい る。

　 国 と地域 間,地 域 相 互 間,地 域 内の 連 携 を強 め てい くた め には,種 々の努

力 が必 要 で あろ うが,国 及 び地 域 のそ れぞ れ が保 有 して い る情報 を掘 り起 こ

し,相 互 に流通 させ る こ とに よ り,共 通 の 情 報 基 盤 を 形 成 す る こ とは 一 つ

の 有 効 な 手 段 とな り うる で あ ろ う。 共 通 の 情 報 認 識 の も と では,そ れぞ

れ の間 での コン セ ンサス の 形 成 も行 い や す く,各 地 域 での 実 情 に最 も適 した

意 思決 定 が可能 にな る。

　 一 方,自 治体 に お い て は 政 策 立 案 を より有 効 な もの とす るた め に,ま た,

地 域 産 業 界 にお い て は 自産 業 の発 展 の た め に,地 域 情 報 を 積極 的 に利 用 して

い こ うとの認 識 が で て きて い る。 しか しな が ら,現 在,地 域 情報 の 整 備 及 び

流通 は必 ず し も充 分 に行 わ れ て い る とは言 い カまた い。

　 他 方,近 年 の コ ン ピュー タに 関 す る技 術 革 新 は め ざ ま しい ものがあ り,ハ ー

ドウ ェア の面 で,処 理 能 力 コス トは この10年 間 で約100分 の1以 下 にさ

が って い る。 そ の 結果,マ イ ク ロ コ ン ピュー タ,オ フ ィス ・コン ピュー タを

始 め とす る コン ピュ ー タ関連 機 器 が低 価 格 で手 には い る よ うに な り,オ フ ィ

ス ・オ ー トメ ー シ ョンの論 議 等 を通 じて,そ れ らの利 用 方 法 の 研究 も行 わ れ

て い る。

　 この よ うな背 景 に よ り,最 近 で は,コ ン ピュー タの地 方 へ の普 及 は急 速 に

進 ん で きて い る。 例え ば 表1-1の 地 方公 共 団体 に おけ る電 子計 算 機 利 用 団

体 数 を み る と,都 道府 県 にお い て は,100%導 入 してk・ り,市 区 町村 にお

いて も,導 入,委 託 を含 めて,利 用 市 区 町村 数 が増 え て き て い る。

　 前 述 した地 域 情 報 へ の ニ ー ズ に立 脚 した地 域 情報 の整 備 及 び流通 は,技 術

的 背 景 に よ り条 件 が整 って きた とい え,こ れ の 積極 的 推進 が大 きな課 題 とな

って きてい る。

　 この課 題 に対 応 した地 域 情 報 の 収 集 利 用機 能 実 現 にあ た っては,い ろい ろ

な考 え 方 が あ るが,次 の様 な考 え 方 が基本 と な る。

　 ① ニ ーズ の面 か らみ て,真 に必 要 な情報 は そ の 問題 に深 く関係 してい る
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表1-1　 地方公共団体における電子計算機利用団体数

,

　　鷲 時
　 　 　 用
　　　　 形態
団体区分

昭和55年4月1日 現在
　 　 　 ㈲

昭和54年4月1日 現在

　 　 　 (B)

増　　　　　減
　 ω 一(B)

導入
団体
委託
団体
計 導入
団体
委託
団体 計

導入
団体
委託
団体 計

都　道　府　県 47 一 47 47 一 47 一 一 一

市
　

区
　

町
　
村

単
独
利
用団

体

特 別区 19 4 23 19 4 23 一 一 一

市町村 472 2024 2496 430 1,984 2414 42 40 82

小　 計 491 2028 2519 449 1,988 2437 42 40 82

共同利用団体 290 131 421 292 122 414 △ 　2 9 7

小　　　計 781 2159 2,940 741 2110 2851 40 49 89

合　　　　　 計 828 2159 2987 788 2110 2898 40 49 89

(出 典:「 地方自治 コン ピュー タ総 覧 」)

　 　 所 で なけ れば把 握 で きな い。

　 ② シー ズの 面 か らみ て デ ー タの 作成,メ ンテ ナ ンス は,速 応 性,信 頼 性

　 　 の面 か らデ ー タの 発 生 源 に よ り近 い と ころ で行 う必要 が あ る。

　 以 上 の2点 か ら,地 域 面,種 類 面 か ら も 多 様 な 広 が りを も って い る地 域

情 報 を,網 羅 的,集 中的 に管 理 す る中央 集 中型 の 情報 管 理 は,技 術 面 か らみ

て もニ ー ズの 充足 面 か らみ て も,現 実 的 で ない 。 また,地 域 問題 に関 しては,

国 レベル,自 治 体 レベル,企 業 レベ ル等 々,決 定機 構 の レ ベ ルが あ り,そ れ

ぞ れ の レベ ルの ニ ー ズ に応 じた情 報 の 整備 が必要 で ある 。

　 地 域別 情 報 拠 点 構 想 とは,以 上 の こ とを考 慮 して,様 々な地域 レベル,テ ー

マ ご と に,地 域 情報 の蓄 積 ・整 備 ・流通 を行 う情 報 拠点 を育 成 し ,そ れ らの'

拠 点間をネ ッ トワークで結 ぶ こ と に よ り,情 報 の有 効 利 用 を 目的 とす る分 散 型

シス テ ムの 構 築 をめ ざす もの であ る。
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1.2　 本 プ ロジ ェ ク トで の 実 行 方 法

　 情 報 拠 点 育 成 の方 法 と して は,同 じよ うな性 格 の機 関 を 各 地域 に 育成 す る

　とい う方法 も あ り うるが,本 プ ロ ジ ェク トで行 う拠 点 の 育成は,各 地 域 一 律

の 型 には ま った拠 点 では な く,そ れぞ れ の 地 域 の 実 情 に最 も適 した拠 点 を 目

指 す も の とす る。 よ って,地 域 別 情 報拠 点 の形 態 は 各 地域 の 自主 性 を重 ん じ,

調 査 を通 じて適 切 と判断 さ れ た形 態 を と り,必 ず し も新 た な団体,情 報 セ ン

　 ター の設 置 を意 味 しない。

　 　ま た,デ ー タの整 備 方法 と して は,図 書 館 の ように印 刷 媒体 に よ り情 報 を

　整 備 す る方 法 や,相 談 セ ン ター,セ ミナ ー や ロ コ ミ等 に よる情報 流通 も考 え

　 られ るが,こ こで は,コ ン ピ ュー タ媒 体 に よる情報 の整 備 を 中心 に考 え る こ

　 とにす る。

　 　更 に,デ ー タの 入手 方 法 につ い て も,新 た な調 査 を行 う方 法 やデ ー タを購

　入 す る方 法 な どい ろ い ろ考 え る こ とがで き る が,経 済 性 の面 及 び既 存 情報 の

　有効 利 用 とい う観 点 か ら,で きる限 り各 機 関 の 日常 業 務 で発 生す る情 報 の利

　用 を重 視 し,そ れ らを情 報 ネ ッ トワー ク に よ り相互 交換 す る等 して 入手 ・利

　用 を行 うこ と とす る。

、

喝
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2.1　 事 業 の概 要

　 　こ こで は,本 調 査 研 究 事業 の 計画,推 進体 制,実 施経 過 及 び報 告 書 の構 成

　につ い て述 べ る。

　(1)事 業 計 画

　 　　本 プ ・ ジ ェク トでは,全 国 を5つ の 地域 に区 分 して,各 地 域 共3カ 年 計

　 　画 で実 施 す る。

　 　　初 年 度 は,地 域 情 報 の高 度 利 用,政 策的 利 用 に関 す る ニー ズ調 査,利 用

　 　技 術 の 研 究 を行 う。

　 　　第2年 度 は,初 年 度 の成 果 を踏 ま え て,地 域 情 報 の 高度 利 用 に関 す る テ

　 　ス ト事例 の研 究 を行 う。

　 　 第3年 度 は,必 要 性 の 高 い 情報 につ い て条 件 の整 った地域 か ら,地 域 情

　 報 シス テ ムの形 成 及 びそ の 利 用 の た めの ソ フ トウ ェアの 開 発 を行 う。

　 　　た だ し,北 海 道,東 海 ・北陸,九 州 の3地 域 は54年 度 を初年 度 と し,

　 　関 信越 ・東 北,近 畿 ・中国 ・四 国 の2地 域 は55年 度 を初年 度 とす る.t

54 55 56 57

① 北海道

② 東海 ・北陸

③　九州

(調 査) (テ ス ト事例) (シ ス テ ム開発)

〉

④ 　関信越 ・東北

⑤ 近畿 ・中国 ・

　　四国

(調 査) (テ ス ト事例) (シ ス テム開発)

1

〉
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(2)　推進体制

　　 中央 に 「地域別情報拠点育成調査委員会 」(以 下単 に本委員会 と略す)及

　 び総合 ワーキング ・グループを,各 地域 に地域委員会 を設置 して本 調査研

　 究 を推進 す る こととした。

　　 各委員会の機能 と構成 は次の通 りとする。

　 ① 地域別情報拠点育成調査委員会(本 委 員会)

　　 ・　 関係諸機 関の間の意見交換,調 査研究の全体的統括

　　 ・　 本委員 会の開催は年2回 程度 とす る。

　 ② 総合 ワーキング ・グル ープ

　　 ・　 各地域 におけ る調 査 研 究 事 業 の 全体 的 調整,と りまとめにあた る。

　　 ・　 本 ワーキング ・グル ープは,各 地域 におけ る中間成 果 と最終成果 の

　　 　 出揃 った段階 で開催す る他,必 要 に応 じて開催す る。

　 ③ 　地域 委員会

　　 ・　 各 地域 における関係 諸機 関の間の意見交換 をは じめ,各 地域 におけ

　　 　 る本 事業の 推進 全体 を統括す る。

●

5地 域 に つ い て,各 々地 域 別 に委員 会 を設 け る。

次 の メ ンバ ー よ り構成 され る。

　 ・地 方 自治体

　 ・地域 の 商 工 会 議所 等 の各 種 団体

　 ・地 域 企 業(電 力,銀 行 等)

　 ・地域 の 情 報 サ ー ビス 機 関等

　 ・省庁 等 の地 方 部 局

地 域 委 員 会 は,適 宜 開 催 す る。

事務 局 は,各 地 域 の事 情 を勘 案 して各 地 域 の適 当 な機 関 にお く。

㈲ 　実 施経 過

　　 前記事業計 画及 び推進体制 に基 づき,次 のよ うに本 調査研究 を実施 した。

なお,55年 度調 査の 実施経 過は表2-1に 示す 通 りである。
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　 　 。54年 度 　 北海 道,東 海 ・北 陸,九 州 の3地 域 に つ き,各 地 域特 有 の

　 　 　 地域 問 題 を考慮 して最 も適 当 と思 わ れ る 次 の課 題 につ い て 調査 を開 始

　 　 　 した。

　 　 　 ・北 海 道 … … … 「地 域 開発 に関 す る情 報調 査 」

　 　 　 ・東 海 ・北 陸 … 「地 場産 業 に関 す る 情報 調 査 」

　 　 　 ・九 　 州 … … … 「地 域 情報 の デ ー タ交 換 ネ ッ トワー ク形 成調 査 」

　 。55年 度 　 北 海 道,東 海 ・北 陸 地 域 につ い ては,前 年 度 の 調査 に基 づ き,

　 　 よ り対 象 を しぼ った テス ト事 例 及 びモ デル シス テ ム概 要設 計 を行 った。

　 　 　 九 州 地 域 は,九 州に おけ る 重要 課 題 で あ る 「流通 システ ム 化に 関す る

　 　 地 域 情 報 調 査 」 に テー マ を しぼ り,テ ス ト事 例 及 び モ デル シス テ ム開 発

　 　 を行 った 。

　 　 　 ま た,新 たに 関 信越 ・東北,近 畿 ・中 国 ・四 国 地域 で調 査 を開 始 した 。

　 　 　 この2地 域は,東 京,大 阪 とい う東西 の 中心 都 市が 存 在 す るの で,中

　 　央 情 報 の地 域 へ の流 通 の意 味 も含 め て 次 の テー マを選 ん だ。

　 　 　 ・関信 越 ・東 北 … … … 「地 域 経 済 情報 ネ ッ トワ ー ク形 成 に関す る調 査 」

　 　 　 ・近 畿 ・中国 ・四 国 … 「西 日本 地域 情報 拠 点育 成 に 関す る調 査 」

　 　 なお,55年 度 調査 の 実 施経 過 は 表2-1に 示 す通 りで ある。

(4)報 告 書 の 構 成

　 　本 年 度 報 告 書 は,総 論 編 と各 論 編 の2分 冊 か らな って い る。各 論 編 は,

　① 北 海 道,② 東 海 ・北 陸,③ 九 州,④ 関信 越 ・東 北,⑤ 近 畿 ・中国 ・四 国

　 の各 地 域 委 員 会 の調 査 報 告 を と りま とめ た もの で あ る。

　 　本 書 は,総 論 編 と して,ま ず,本 事 業 の基 本 理 念 を第1章 序論 に掲 げ,

　第2章 総 論 で本 年 度調 査 の分 析 ・ま とめ を行 った。 また第3章 各 論 と して,

　各 論 編 の 各 地 域 調 査 の 要 約 を付 した。
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表2-1 昭和55年 度調査の実施経 過表

○印は委員会開催

　　　　　　　　　　　 月
委　員　会

55年1

　 3月
4 5 6 7 8 9 10 11 12

56年

　 　 1月
2月 3月 4月

中 央 委 員 会

　　　　 27

　　　　 0

　　第1回 委員会

(調 査研究計画の検討)

　　　　　 1

　　　　　0

　　 第1回 総合WG

(各地域調査の中間報告)

　　　　5

　　　 0

第2回 総合WG

(報告書函の検討)(

　　　　　27

　　　　 0

　第2回 委員会

報告書爾の検討

　 　56

-〉 年

　 　度

)

地
　
　
　
　
　域
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度
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2.2　 地 域 情 報ニ ー ズ に 関 す る 分 析

　(1)テ ーマ に よる情報 ニ ーズ の 違 い

　 　 　本 調 査 で明 らか に な った地 域 情報 ニーズ は各 テ ー マ ご とに 次 の よ うに ま

　 　 とめ られ る。

　 　 　ま ず,地 場 産 業 テ ー マで は,産 業 の種 類 に よ リニー ズ が異 な って お り,

　 　外 需 型産 業 に ニ ーズ の 高 い 「デ ザ イン ・品 質 ・新製 品 ・技 術 関連 情報 」や

　 　 「販 売 開拓 ・市 場 関 連 情 報 」の持つ広域性 と,内 需 型産業 にニーズの高 い 「一

　 　般 経 営 情 報 」の 持 つ 詳細 性 とい う相反 す る性質 が兼 ね 備わ っている。 このた

　 　め,異 な る情報 需 要 を系 統 的 に統合 し,広 範 囲 な情 報 を 提供 しなけ れば な

　 　 らない とい う困難 性 に直 面 して い る。 また,企 業 利 益 に直 接 結 び つ くよ う

　 　 な情報 に対 す る ニー ズ が 強 い こ とも特 徴 と して あ け られ る。 更 に,デ ザ イ

　 　 ン情報 な ど,従 来 コ ン ピ ュー タが 扱 って きた数 値 ・文字 情 報 とは異 な った

　 　形 の 情 報 を 取 扱 う必 要 が あ り,パ ター ン認 識 な ど新 技 術 の応 用 が必 要 と

　 　さ れ る。

　 　 　流通 問 題 テ ー マで は,共 通 的 な ニー ズの 中で は,商 業 統 計 及 び 住民 基 本

　 　台 帳 の人 口に 関 す る ニ ーズ が圧倒 的 に高 い 。 しか も,公 表 さ れ て い るデ ー

　 　 タ よ り も地 域 性,分 類 に つ い て の細 かな デ ー タ を必 要 と して い る。 こ う

　 　 した 細分 類 が 必 要 で あ る との 意 見 は商 工 会議 所 ・商 工 会,流 通 業 界 に多 い。

　 　次 に強 い共通 ニ ーズ につ い て は,地 方公 共 団体 と商 工会議所 ・商工 会,流 通

　 　業 界 で差 異 が 見 られ る。地 方公 共 団体 に つい て は,国 勢調 査,事 業 所統 計

　 　等 の官 庁 統 計 の 分類 の 細 か い もの に対 して ニ ー ズが 強 い の に対 し,商 工 会

　 　議所 ・商工会,流 通 業界 では,官 庁 統 計 の他 に,県 や市 の発 表 あ るい は保 有

　 　 している,よ り細かいデ ー タ に対 す る ニー ズ が強 く,積 極 的 な公 表 を求 め て

　 　い るの が特 徴 で あ る。

　 　 　地場 産 業 テ ー マ と比 較 して み る と,デ ー タの広 域 性 が 少 な く,ほ ぼ 自地

　 　域 内 の デ ー タで ニ ー ズ が充 た さ れ る と ころ か ら,地 場産 業 テ ー マ よ り情報

　 　入 手 に関 す る困 難 性 は 少 ない もの と考 え られ る。
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　 　 ま た,地 域 開発 テ ー マ につ い て は,委 員 会 メ ンバ ー が国 の地域 機 関 的 色

　 彩 が 濃 い影 響 もあ る と思 われ る が,官 庁 統 計 に対 す る ニ ー ズ が強 く,特 に

　 地域 の マ ク ロ統 計 的 な性 質 を もつ デ ー タが強 い。 よ って,地 域 区 分 に対 す

　 るニ ー ズ は 市 区町 村 レベ ル程 度 ま で で あ り,項 目の 詳 細 性 につ い て も地 場

　 産 業 テ ー マ,流 通 問 題 テ ーマほ どの詳 細 性 を必 要 と しない 。

　 　 ま た,地 域 の広 域 性 につ い て も,例 え ば 北 海 道○ ○ 地 区 の 様 に中程 度 の

　 領 域 で よい とい え る。 この よ うな デ ー タは,コ ン ピ ュー タ媒体 で の整 備 を

　 ぬ きに して考 え て み れ ば か な り整 備 が 進 ん で い る。 よ って デ ー タの 入 手,

　 整備 に 関 して は 前 記 の2地 域の テ ー マ よb進 ん だ状 況 に ある 。

(2)国,地 方 自治 体,地 域 団体,企 業 で の ニー ズ の違 い

　 　 次VC　s前 記3地 域 の調 査 及 び関 信越 ・東 北 地域 の ニー ズ調 査 を利 用 主体

　 別 に分 析 して み る と,次 の よ うな こと に気 付 く。

　 　 地 場 産 業 テ ー マ にお け る企 業 の ニ ーズ,流 通 問 題 テ ーマ にお け る商 工 会

　 議 所 ・商 工 会,流 通 業 界 の ニー ズ,及 び地域 経済 ネ ッ トワ ー クテ ー マ に お

　 け る民 間機 関 の ニ ーズ をみ てみ る と,「 企 業 に と って 直接 利 益 に結 びつ く

　 よ うな性 質 を持 っ たデ ー タ 」を最 も欲 して い る。 そ の た め,地 域 性 に関 し

　 て も業 種 分類,品 目分類 に対 して も,非 常 に詳 細 な もの を 必要 と して お り,

　 現 在,公 表 され て い る官 公 庁統 計 に対 して 強 い不 満 を持 って い る。

　 　 国及 び地 方 自治 体 に つ いて は,地 域 開 発 テ ー マ の ニーズや,流 通 問題テ ー

　 マで の 地 方 自治 体 の ニ ー ズ,地 域 経 済 ネ ッ トワー クの行 政 機 関 の ニー ズ を

　 み れ ば,政 策 立 案 や施 策 施行 の た め に使 用 す る こ とが多 い た め,比 較 的 地

　 域 性 及 び 分類 が粗 い マ ク ロ統計 的 な ものへ の ニー ズ が高 くな ってい る。以

　 上 の情 報 ニー ズ の範 囲 を利 用 主体 別 に 図示 した の が 図2-1で あ る。 一 方,

　 実 際 に公 表 さ れ て い る デ ー タをみ て み る と図2-2の とts　bで あ る が,国

　 及 び地 方 自治体 の公 表 して い る デ ー タは 自己 の ニ ー ズ に近 い地 域 区 分,分

　 類 で行 わ れ て い る とい え る。
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2.3　 各地 域 の 現 状 と拠 点 育成 アプ ロー チ

　 　地 域 毎 に,テ ー マ及 び対 象 地域 レベ ル が異 な るた め,そ れぞ れ の実 情 にあ

　 った 拠 点育 成 ア プ ロー チ を取 った。 次 にそ の ア プ ロー チの違 い につ い て述 べ

　 る。

　 (1)東 海 ・北 陸地 域(地 場 産 業 テ ー マ)の 場 合

　 　 　 この地域 で は 地 場産 業,特 に瀬 戸地 方 の 陶磁 器 産業 を対 象 に調 査 を行 っ

　 　 た が,こ の地 域 の 企 業 は 小 規 模 ・零細 的性 格 を有 して お り,か つ 分業 形 態

　 　 が 一 般 的 で あ る。

　　　 まだ,22で も述べ た よ うに,多 様 な情報 ニーズが存在 し,必 要情報 の

　　広域性 とい う大 きな問題 も存在 する。

　　　以上 の2点 か ら情報の入手 に も制限を うけ,こ こでの情報入手 ルー トは,

　　販 売先 ・仕入先等 の日常取引 ルー トや社長会等同業者会合の 「ロコミ 」的

　　 なものや,業 界紙,専 門紙 な ど比較的 容易かつ コス トの伴わ ないチ ャネル

　　 にほぼ限定 されてお り,そ の内容 も生産販売活動 に密着 した直接利益 に結

　　 びつ く最終情 報的 な性格 が強 い。

　　　 しか し,企 業 で必要 とされ る迅速かつ的確 な情報は必ず しも十 分確保 さ

　　 れてい るわけでは な く不足 を訴 える声 が多い。そ こで産地一 体 となった情

　　 報処理 の必要性 が強 く唱え られているが,① 入手先,入 手方法がわか らな

　　 い②利用方法(手 段)が わか らない。③分析す る時間的,人 材的余力が な

　 　 い等 の理 由 に よ り実 現 に困 難 を きた して い るの が現状 で あ る。 この た め,

　 　 当 地 域 では,ま ず 長 期 的 な展 望 に た ち,デ ー タの利 用 方 法 ・入手 方 法,人

　 　 材 育 成,拠 点 機 能 の あ り方 等 に つい て検 討 を行 う必 要 が あ る。 そ の た めの

　 　 手 段 と して,ま ず は,内 部 情報 の整 備 と外 部 情報 の入 手 に つ い て,検 討 を

　 　 開 始 し,簡 単 な デ ー タ ベ ース の開 発 を通 じて,デ ー タ利 用 の 可能 性 を探 る

　 　 こ とにな った。

　 (2)九 州 地域(流 通 問題 テ ーマ)の 場 合

　 　 　 九 州 地 域 の流 通 問 題 テ ー マ に関 す る調 査 ・研 究 では,各 種 団体 に共通 情
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,　 報 ニ ー ズ が存 在 し,そ れ が比 較 的 入 手整 備 の しや す い官 庁 統 計 で あ る こ と

　　 と,参 加 団体 の 中 に比 較 的 コ ン ピ ュー タを利 用 した情 報 処 理 の進 ん で い る

　　 団体 が あ る こ とか ら,共 通 情 報 につ い て,デ ー タベ ース を構 築 し よ うとの

　　動 きが 出て い る。(図2-3)

　　 　 しか しなが ら,こ の 地 域 で は,未 だ 外 部 整 備 情 報 の 入 手 利 用 に頼 っ

　　 て お り,自 己の 内部 に存 在 す る情 報 の掘 り出 しや有 効 利 用 は十 分 には行 っ

　　て い ない と ころが 多 い 。 特 に ニー ズ が満 た さ れ てい ない細 分類 デ ー タの整

　　備 につ い ては,各 自の努 力 も必 要 で あ る と思 われ るの で,今 後 の 課 題 とな

　　 る ところ で あろ う。 当 地域 で は,今 後,共 通 デ ー タベ ー ス の 開発 とそ の運

　　用 方 法 の検 討 及 び内 部 情報 の有 効 利 用 の研 究 を行 うこ と に よ り,情 報拠 点

　　の育 成 を図 って い く。

○
＼
ユ
/
○

　　　　
⑤

商工会
諭
商工会

/ ⑤

⇔
図2-3　 流 通 情 報 デ ー タベ ース

(3)近 畿 ・中国 ・四 国地 域(西 日本 情報 拠 点 育成)の 場 合

　 　 この地 域 の 場 合 は,ま ず,広 域 であ る こ とが特 徴 と して挙 げ られ る。 ま

一13一



た,調 査 対 象 を比 較的 情報 を利 用 して い る と思 わ れ る 自治体,団 体,企 業

等 に限 定 した こ とが 第2の 特 徴 で あ る。

　 情 報 利 用 が進 ん でい る団体 で あ る ため,情 報 に対 して広 範 囲 に渡 りニ ー

ズ が高 く,こ う した デ ー タの所 在 に 関す る情 報 が 不足 して い る との 声 が 多

く出 て い る。

　 近 畿 ・中国 ・四 国 地 域 の よ うな広 域 地 域 に おい て,地 場産 業 テ ーマ や流 、

通 問題 テ ー マの よ うな共 通 情報 の デ ー タ ベ ース 構 築 を め ざす の は,序 論 で

も述 べ た よ うに非 現 実 的 で あ り,よ り小 地 域 レベ ル での 地域 情 報拠 点 の 育

成 が必 要 で あ る。 さ らに各 情報 拠 点 を ネ ッ トワー ク に よっ て結 ぶ こと に よ

り拠 点 の一 層 の 発 展 を期 す こ とが で きる。 しか し,ネ ッ トワー ク を結 ぶ 上

で も,現 在,情 報 の所 在 を しめ す ク リア リン グ機 能 の構 築 が必 要 であ る。

この 地域 の これ か らの課 題 は,ク リア リング ・セ ン ターの機 能 は ど うあ る

べ きか の検 討 か らそ の具 体 的 構 築 へ と進 ん で い く こ とにな る であ ろ う。

(図2-4)

○
＼

㌢

商工会
議所
商工会

/
一◎

＼
○

図2-4　 ク リ ア リ ン グ ・ セ ン タ ー
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(4)北 海 道(地 域 開発),関 信 越 ・東 北 地域(経 済 ネ ッ トワー ク)の 場 合

　 　 この2地 域 は,そ れ ぞ れ の 自主的 立 場 か ら調 査 研 究 を行 っ た に もか か わ

　 らず,そ の 状 況 が似 か よって い るた め,ほ とん ど同 じ よ うな方 向 に進 ん で

　 い るの は興 味深 い こ とで あ る。 この2地 域 に共 通 的 な こ と と して,ま ず 地

　 域 開 発 と地域 経済 振興 とい う非 常 に近 い テ ー マ を と りあ げ て い る こ とが あ

　 る。 この2つ の テ ー マ は,マ ク ・的 に物 を見 る とい う共 通 点 を も ってk・b,

　 ニ ーズ にお い て も,そ の傾 向は は っき り出 て い る。 次に,委 員会 の メンバ ー

　は,そ の 地域 に お い て は 情 報 処 理 体 制 が 確 立 され た と ころ で あ り,そ れ

　ぞ れが 地域 別 情 報 拠 点 と して の体 制 をほ とん ど具 備 して い る こ とが挙 げ ら

　 れ る。 従 って個 々の 情 報 拠 点 の構 築 段 階 か ら,そ の内容 を 充実 させ る た め

　の デー タ入 手 の手 段 と して の ネ ッ トワー ク の形成 に併行着手 している。 両 地

　域 と も,ネ ッ トワー ク の形 成 には,情 報 の所 在 ・形 態 ・種 類 等 の ク リァ リ

　ン グ情報 が必 要 で あ る との認 識 か ら北 海道 にお い ては調 査 委 員会 メ ンバ ー

　機 関 内 で の ク リア リング情 報 の 整 備 を行 って お り,今 後 ネ ッ トワー ク体 制

　の 確 立 を行 う予 定 で あ る。 関信 越 ・東 北 で は今 後 ク リア リング情 報 の整 備

　 を行 うと共 にネ ッ トワー クの具 体 的 方 式 の検 討 を行 う。 ネ ッ トワー ク の形

　成 方 式 と して は,両 地 域 と も現行 諸 制 度 の範 囲 内 で実 施 す るの は も ちろん

　各 々 の 内部 慣 行 にら い て十 分配 慮 し,交 換 が双 方 に利益 が あ り,か つ実 行

　可能 で ある と認 め られ た もの につ い て行 うとい う原則のもとにバイ ラテ ラル

　 な交換 方 法 を 目指 して お り,今 後 の 発展 が待 た れ る。(図2-5)

　 　 しか し,北 海 道 につ い ては,メ ン バ ー機 関 が カバ ー して い る地域 が全 く

　 同 じで あ る こ と,各 メ ンバ ー機 関所 在 地 が距 離 的 に非 常 に近 い とい う特 徴

　 が あ る。 カバ ー して い る地域 が 同 じで あ る とい うこ とは,他 機 関 の デ ー タ

　 がそ の ま ま使 え る とい うこ とで あ り,交 換 ニー ズ は極 めて 高 い。 そ の た め,

　通 信 回 線 に よ るオ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク指 向 が他 地 域 よ り強 い こ とが挙

　 げ られ る。 そ の 構 想 と して,北 海 道 では,ス イ ッチ ング ・セ ン タ ー的 な機.

　能 の 可 能 性 も検 討 して い る。 しか しな が ら,ス イ ッチ ング ・セ ン タ ー的 な
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図2-5　 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　考 え方 は,加 入 に制限 が加 え られ,そ の ネ ッ トワ ー クの発 展 性 が な くなる

　恐 れ もあ るた め 慎 重 に対 処 しなけれ ば な らない で あろ う。

(5)情 報 拠 点 の 構 築 か らネ ッ トワー ク形 成 まで

　 　 以 上,各 地域 の 情報 拠 点 の 育成 ア プ ロー チ を順 次 み て きた が,情 報 拠 点

　 の育 成 は次 の よ うな手 順 で行 わ れ て い る。

　 　 ま ず,情 報 ニ ー ズの調 査,情 報 の利 用 方 法 の 研 究 が 行 わ れ,拠 点 の あ り

　 方 が検 討 され る。 次 に,内 部 デ ー タの整 備 ・利 用 や 現在入手可能 な外部デー

　 タの入 手 を行 い,デ ー タベ ース 開発 等 の作 業 を通 じて 情 報拠 点 の構 築 を図

　 る。 さ ら には,構 築 され た各 情 報拠 点 を充 実 させ る た め に,ク リア リング

　 情報 の整 備 を行 い,ネ ッ トワー ク形成 の環 境 を整 え る。 最 後 に,情 報拠 点

　 間 の ネ ッ トワー ク形 成 が なされ,ネ ッ トワー ク形 成 が外 部 デ ー タの入 手 に

　 っ なが り,よ り一 層,情 報 拠 点 が育 成 され る。(図2-6)
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●

・デ ー タ利用 方法 の 研 究

・拠 点 の あ り方 検討

・情報 拠 点 の育成

・内部 デ ータの 整備 ・利 用

情報 拠 点間 の ネ ッ トワ ー ク

を形成 す るた めの ク リア リ

ン グ機能 の 形成

情報拠点間のネッ トワ「ク

形成 及び確立

　　　　　　　　　　　図2-6　 情報 拠点の育成手順

　この手順は,情 報拠 点の育成 を具体 的 に行 ってい く際の 指針 となるであ

ろ う。

●
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2.4　 各 地域 に共 通 の 問題 点

　 　 23ま では,主 と して各 地 域 別 に 問題 点 を捉 え て きたが,こ こでは,各 地

域 で共 通 に あが って きてい る 問題 点 につ い て 述 べ る。

　(1)ク リア リング機 能 の 整 備

　 　　 「デ ー タの入 手 先,入 手 方 法 が わ か らない 」とい う意 見は,東 海 ・北陸,

　 　九 州,関 信越 ・東 北,近 畿 ・中 国 ・四国 の 各 地 域 で あ らわ れ て きてい る。

　 　ま た,北 海 道 で も54年 度 の調 査 結果 に基 づ き,55年 度 は限 られたグル ー

　 　 プ内 で は あ るが ク リア リン グ調 査 を行 ってい るの で,ク リア リング機 能 の

　 　拡 充 は 全地 域 か ら寄 せ られ た 意 見 で あ る とい え る。 そ こで,地 域 の情 報 化

　 　 を考 え る際 に,な ぜ ク リア リング機 能 が 強調 され るか を明 らか にす るた め

　 　 に,関 連 プ ・ジ ェク トで あ る 「産 業 別 情報 拠 点 の育 成 」と比較 して み る と,

　 　地 域 別 情報 拠 点 育 成 では 次の こ とがい え る。

　 　　① 地方 で は情 報 化 の 進 展 が 遅 れ てい る。

　 　　② 各 地域 の 地 域 問題 を解 決 す る際 の各機 関 の 結 び つ きが,産 業 別 の よ

　 　　 　 うな縦割 りで は な く横 割 り的 な結 びつ き で あ る。

　 　　③ 横 割 り的 な結 び つ き で あ る ため,産 業 別 の場 合 の産 業 団体 の よ うに,

　 　　 　情 報 が一 ヵ所 に集 ま る体 制 に な く,情 報 の 所 在 が分 散 してい る。

　 　　 こ うした こ とか ら,地 域 には 特 に ク リア リン グ機能 が必 要 で あ る と思 わ

　 　れ る。

　② 　 技 術 的 な 問題

　 　　 技 術 的 な問 題 と して は,ま ず 情 報 処 理 に従 事 す る人 的 資 源 が不 足 してい

　 　 る こ とが挙 げ られ る,。 「分 析 す る時 間 的,人 材 的 余 力 が な い。 」(東 海 ・

　 　 北陸),「 デー タ加工の専門 家がい ない。」(九 州),「 情 報 が 膨 大 で あ り,

　 　情 報 の整 備 セ ク シ ョン が ない。 」(関 信越 ・東北)等 の問 題 点 が挙 げ られ

　 　 て い る。

　 　　 ま た,デ ー タベ ース 開 発 や ネ ッ トワー ク形 成 に関す る技 術 につ い て の研

　 　 究 の必 要性 につ い て は,全 地 域 か らあ が って きて お り,特va　 56年 度 シス
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　 テ ム開発 に入 る北海 道,東 海 ・北陸,九 州 につ い て は,「 異 機 種 コン ピュ

　 一 夕間 の デ ー タ ・コン バ ー ト」(北 海 道),「 デ ー タ ベー ス機 能 の 検 討 」

　 (東 海 ・北 陸,九 州)等 具 体 的 な問 題 点 が 挙 げ られ て い る。

(3)開 発 ・運 用 コス ト

　 　 地域 レベ ル の組 織 に お け る財政 財 務 状 態 は,決 して豊 か な もの では な く,

　 ま た情 報 の シ ス テ ム化 もあ ま り進 ん でい ない た め,初 歩 か ら始 め なけ れ ば

　 な らない等 の 問題 が あ り,開 発 ・運用 コス トに対 す る関 心 が 高 い。

　 　 例 えば 「情 報 コス トを で き うる限 り廉 価 にす る必 要 が あ る 」(東 海 ・北

　 陸),「 提供 コス トの問 題 を調 査 し,参 考 指 針 を示 す べ きで あ る。 」(北 海

　 道)等 の 意 見 が 挙 が って い る。

(4)官 公 庁統 計 に関 す る問 題

　 　 官 庁統 計 の ニー ズ が相 対 的 に高 い こ と もあ って,国 及 び地 方 公 共 団体 へ

　 の要望 が か な りあ が って きて い る。 そ の 主 な もの を列 挙 してみ る と,

　 　① 公 表 が遅 い。(東 海 ・北 陸 パ九 州,北 海 道,関 信 越 ・東 北)

　 　② 欲 しい デ ー タが 公 表 され てい ない。(東 海 ・北 陸,九 州,近 畿 ・中

　 　 　 国 ・四 国,関 信越 ・東 北)

　 　③ 分 類 が粗 す ぎ る,コ ー ド体 系 が 不統 一 な ど使 い ず らい。(九 州,近

　 　 　畿 ・中 国 ・四 国,関 信 越 ・東 北)

　 　④ 　統 計 法 な ど法 制 度,プ ライバ シ ー保 護 な どの 問 題 を検 討 すべ きで あ

　 　 　 る。(北 海 道,関 信 越 ・東 北,近 畿 ・中国 ・四 国)

　 な どカ「あ る。
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2.5　 今後の課題

　　以上,本 調査 の結果 を総 括的 に論 じて きたが,今 後 の課題 としては次の こ

　とが挙げ られ る。

　　まず,共 通 に挙 が ってい るデータの所在 がわか らない とい う問題 に対 して,

　ク リア リング機能 について の調査 研究を行 う必 要が課 題 として挙げ られる。

　　次に,情 報 拠点の構築 を行 ってい く上 で最 も基 本 となる情報 の利用技術 に

　関す る調査研究及 びデー タベース開発技術 に関す る研究 を行 う必要 がでて き

　ている。

　　 3番 目に情報 ネ ットワー クの形成の際 に必 要 な技術 と実行方 式に関す る調

　査 研究が必要 とな っている。

　　これ らの課題 については,今 後各地域 で次の ような分担 で調 査 してい く予

　定 である。

)

)
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(

(
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ネ ッ トワー ク体 制 の確 立(北 海 道)

デ ー タベ ース 開発,デ ー タ利 用 の促 進(東 海 ・北 陸)

デ ー タベ ース 開発,運 用体 制 の 確 立(九 州)

ク リア リ ング機 能 及 び ネ ッ トワー ク開 発(関 信越 ・東 北)

ク リア リン グ機 能 の 形 成(近 畿 ・中 国 ・四 国)

　 24'で のぺ た開 発 ・運 用 コス トの検 討,人 材 育 成 の方 針 等 の研 究 につい て

は 全 地域 でそ れぞ れ の課 題 に つ い て行 う必要 が あ ろ う。

　 ま た,官 庁 統 計 に 関す る 問題 点 の うち公 表 が 遅 い こ とにつ い て は,い か に

早 期 に情報 を 地 方 へ流 通 さ せ るか とい う問 題 とな り,今 回 の 当 プ ロ ジ ェク ト

に お け る分 散 処 理 体 制 は一 つ の有 効 な解 決 方 法 で あ る と考 え られ る。 官 庁 統

計 が使 いず らい とい うこ とは,4.　 2で 述 べ た 官公 庁 の ニー ズ に関 係 して い る

部 分 で あ るが,こ の調 査 結 果 を基 に して官 公 庁 の 積 極 的対 応 を要 望 して い く

こ とと なろ う。 デ ー タ公 開 及 び法 制度,プ ラ イバ シ ーの 問 題 は近 年 い われ て

きて い る情 報 公 開 に関 す る こ とで あ り,重 要 な問 題 で あ る が,こ れ には 種 々

の論 議 が 交 わ され て お り,こ こで は要 望 と して それ らの 方 向 を見 守 る事 と し
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たい。

　 なお,各 地域 の調査 の詳細 については以下の各 論要約及び別 冊 「地域別情

報拠 点育成 に関す る調査研究報告書(各 論)」 を参照されたい。

■
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3.各 　　　論

(地域別調査の要約)
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3.各 　 　 　論

(地 域別調査め要約)

5.　t　 地 域開発 に関す る情報調査(北 海道地域委員会)

　 北海道の産業構 造は,全 国に比べ第1次,第3次 産業の ウェイ トが高 く,

　第2次 産業特 に製造 業の後進性が 目立 ち,そ の高度化 が強 く期待 され てteb,

　また,近 年 各種の地 域的問題 も多い等,本 道 の地域特性 に応 じた地域開発 を

促進する必要が あるもの と考 え られ る。

　 そ こで,利 用度の高い地域 開発関係情報 について,近 年活発化 してい る コ

　ン ピュー タ ・テク ノロ ジーに より,そ の有効利用,高 度利 用を 目指 し,当 面

オ フ ラインの情報交換 ネ ッ トワークを形成 し,地 域開発 を側面的 に援 助 しよ

　うとするのが本調査 の 目的である。

　 昭和54年 度 においては,北 海道 開発局.北 海道,北 海道経済連合会,北

海道商工会議所連合会,北 海道拓殖銀行,北 海道電力,北 海道東北 開発公庫

及び札幌通商産業局 で構成 する推進機 関を対象 と して

④ 　地域開発 に関す る情報 ニーズ調査

◎　　　　　 〃　　　　　 の電算処理,保 存 状況調査

◎　　　　 　 〃　　　 今後 の情報 ニーズ調査

、等 ネ ッ トワーク形成 の基礎 となる調査 を行 った。

　　55年 度 は,ネ ッ トワークを進 めるための具 体的 調査 として

④　磁 気 テー プ等 の具 体的保存内容調査

◎　情 報交換 ネ ッ トワー クの ニーズ調査

◎　情報提 供可能 性調査

◎ 　情報交換 ネ ッ トワー クの問題点等 調査

を行 った。

　 更 に,上 記推進機関以 外で,将 来 の有力 な情報拠点 と目される道内の主要
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な11地 区の地方 自治体及 び経 済団体 を対 象 として,前 述の情報 ニーズ ある

いは電算処理状況等 の実 態 を把握す るた め

㊧　地 域別情報拠 点育成基礎調 査

を併せ実施 した。

　 以下は,.55年 度調査 の概 要 である。

5.1.1　 推進 機 関 に お け る情 報 保 存.,ネ ッ トワー ク ・ニ ーズ,問 題 点調 査

(1)　 コ ン ピュー タ を導 入 して い る5推 進 機 関 に お け る地 域 開 発 に関 す る情 報

　 　の磁 気 テー プ等 に よる情 報 保 存 は,全 体 で36情 報,64デ ー タが数 え ら

　 　れ,そ の具 体的 内容 と して は,行 政 機 関 にお い て は,④ 統 計 調 査 の 個 票 デ

　 　一 夕を カー ド・イ メー ジ と して保 存 してい る もの,◎ 統 計 調 査 の集 計段 階

　 　で の デ ー タ を保 存 して い る もの が 多 く,民 間機 関 に お い て は,◎ 統 計 調査

　 　の公 表 され たデ ー タ を保 存 して い る ものが 多 い。 しか し,地 域 情 報 と して

　 　望 ま しい市 町村 段 階 の デ ー タは か な り少 な い。

　(2)　 これ らの デ ー タに対 す る ネ ッ トワ ー ク ・ニ ー ズに つ い て は,表3-1の

　 　 とte　b　31情 報,54デ ー タが確 認 され,ま た,8機 関 中4機 関以 上 の ニ

　 　 ー ズの 高 い情報 は25件 と約5割 に も及 ん で い る。

　 (3)　情 報 提供 可 能 性 に つ い て み る と,33デ ー一　sに つ い て外 部 提供 が 可能 と

　 　 な って い るが,そ の うち9デ ー タに つ いて は 個 別 に協 議 を要 す る もの,個

　 　票 デ ー タの 秘密 部 分 を削 除 して提 供 す る等 の 前提 条 件 が 付 され て い る。.

　 　 (表3-1参 照)

　 (4)提 供 不 可 能 な デー タは21デ ーSで あ り,そ の理 由 は,① 統 計 法 上の 制

　 　 約 に よる もの… …5デ ーt9,② デ ーsソ ー ス が他 機 関 の もの … …8デ ーs,

　 　 ③ そ の他(メ ン テ ナ ン ス を行 って い ない等)… …8デ ー タで あ る。(表3

　 　 -1参 照)

　 　 　 これ らの うち,① に つ い て は,個 票 で あ るた め現 行 制 度 上 では そ の改 善

　 　 が 困難 と考 え られ るが,② にっ い て は,デ ー タ ソー ス機 関 の了 解 を得 られ
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表3-1　 ネ ッ トワー ク ・ニー ズ と情 報 提 供 可 能 性

機 情　　報　　名　　及　び　ファ　 イ　 ル　名 外　部　提　供
ニ ー ズ ■

関 情　　　報　　　名 フア　 イ　 ル　 名 可　能 不可能

北海道産業連関表
昭和45年32部 門表

　　　　　　(生 産者価格)
1

1

○

〃　　　 57　 　〃

(　　 〃　　 )
2 ○'

〃　　基本表

　　　 (　　 〃　　 )
2 ○

〃　　　　　　　〃

(購入者価格)
2 ○

北

〃　　作業表

　　　 (　　 〃　　 )
1 ○

〃　　　　　　　〃

(生 産者価格)
1 ○

海

昭和50年59部 門表

　　　　　　(　　 〃　　 )
6 ○

〃　　基本表

　　　 (　　 〃　　 )
6 ○

〃　　　　　　　〃

道

　 '

(購入者価格)
6 ○

〃　　作業表

　　　 (　　 〃　　 )
5 ○

〃　　　　　　　〃

開 (生 産者価格)
5 ○

全国産業連関表 昭和45年32部 門表

　　　　　　(　　 〃　　 )
3 ○

〃　　　 57　 　〃

発 (　 　 〃　 　 )
3 ○

国土数値情報及び地域 メッシュ 集約 プアイルエ 2 ○

局
統計 行政区集約 ファイル 2 ○

土地利用現況データ 2 ○

海岸域公共施設等 ファイル 2 ○

〃　 現況 データ 2 ○

海岸線延長 ファイル
'

2 ○

山地平地沿岸域区分データ 2 ○

国勢調査 5 ○

事業所統計 5 ○

北海道蓄積情報 気 象因子 デ ータ 3 ○
1'
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機 情　　報　　名　　及　び　ファ　 イ　 ル　名 外　部　提　供
ニ ー ズ

関 情　　　報　　　名 フ ア　 イ　 ル　 名 可　能 不可能

北 資本形成調査 法 人 マ ス タ ー

.

　 4 ○
海
道開

個 人 マ ス タ ー 3 ○

発
局 貨物地域流動調査 6 ○

工業統計調査 全事業所 ファイル(甲 表)

.

　 7 ○

〃　　 　 (乙 表) 6 ○

北 商業統計調査 チ ェック済CIT 5 ○

法人企業経済調査 回 収 マ ス タ ー 3 ○

海 拡大マスター 3 ○

小売物価統計 指数価格 ファイル 4 ○

道 指数 ファイル 4 ○

森林計画関係資料 森林資源 マスター 4 ○

製材工場動態及び木材・チップ 企業体 マスター 3 ○

生産動態調査 工 場動 態マスター 2 ○

北海道水産現勢 漁獲高統計 3 ○

水産製品生産高統計 3 ○
.

北海道主要経済指標 5 ○

北 〃　 財政関連デ ータ 4 ○
海

道 〃　金融　　〃 4 ○

拓
殖 業種別金融機関別貸出残高 4 ○

銀
行
北海道生産 ・出荷 ・在庫 ・
在庫率指数

2 ○

道民 ・国民所得統計等 4 ○

北 国民経済計算年報 2 ○
海
道 通産統計年鑑 2 ○
電
力 エネルギー統計年報 2 ○
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機 情　　報　　名　　及　び　　ファ　 イ　 ル　名 外　部　提　供
ニ ー ズ 1

関 情　　　報　　　名 プア　 イ　 ル　名 可　能 不可能

札 道民 ・国民所得統計等 MAC55A 5 ○

幌 北海道地域産業連関表 4 ○

通 北海道鉱工業指数 4 ○

商 商業動態統計調査 4 ○

産 工場立地動向調査 4 ○

業 機械器具流通統計 2 ○

局 ガス事業生産動態統計調査 1 ○

　 る 可能 性 も あ り,③ に つ い て も提 供 要 請 が あれ ば 再検 討 した い との意 向 が

　 示 され る等,今 後 の運 用 段階 で あ る程 度 改 善 さ れ る もの と考 え られ る。

(5)今 後 の 着実 な 情 報交 換 ネ ッ トワー ク化 に関 して,推 進機 関 か ら寄 せ られ

　 た意 見,問 題 点 等 は,組 織 ・制度 ・慣 行 に関 す る こ とをは じめ と して,デ

　 一 夕利 用 ・提 供,技 術 面,コ ス ト,提 供 範 囲,推 進 体 制 等 多岐 にわ た っ て

　 い るが,代 表 的 な もの は 次 の とお りで あ り,今 後 の ネ ッ トワー ク に 関す る

　 貴 重 な示 唆 とい え よ う。

　 ① 　 デ ー タ交 換 は,事 務慣 行 の確 立 で対 処 す べ きで あ る。

　 ② 統 計 法 及 びそ の他 法令 上問 題 あ る デー タ も,プ ラ イバ シー保 護 問題 と

　　 合 わせ 検 討 し,積 極 的 な対 策 を講 ず るべ きで ある。

　 ③ デー タ交 換 に付 随 した機 種 磁 気 テー プ等 の相 違 に よる シス テ ム開 発

　　 が 必要 と なろ うo

　④ 　提供 コス トの問題 を調査 し,参 考指針 を示 すべきである。

　 ⑤ デー タ交換 は,当 面推進機関で進 め,漸 次他機関への拡大 を図 る必要

　　 が ある。

一27一



5.1.2　 地 域別 情 報 拠 点 育 成 基 礎 調査

　(1)　本 道 は,行 政 圏 域 に よb14支 庁 に分 け られ てい るが,一 般 に地 域 開発

　 　の推 進 面 で,そ の 経 済 環 境等 か ら これ らを統 合 し,道 央,道 東,道 北,道

　 　南 の4地 域 に区 分 す る こ とが多 い。

　 　　本 調 査 の 対 象 機 関 は,道 内 の主 要 な市 及 び商 工会 議 所 そ れぞ れ11機 関

　 　で あ り,こ れ らの機 関 が所 在 す る市 は,表3-2の とお り本道 全 域 に対 し

　 　て人 口55.9%,商 業 販 売額81.6%,工 業 出荷 額59.0%の シ ェ アを有

　 　 し,周 辺 郡 部へ の影 響 力 を考 慮 す る と,そ れ ぞ れ4地 域 の 経済 分野 で 中枢

　 　的 役 割 を果 た して お り,将 来 の 有 力 な情 報拠 点 と して位 置 づ け られ る。

(2)　 これ ら機 関 の地 域 経 済 の 開 発 ・振 興 に関 す る情 報 ニー ズ をみ る と,2機

　 　関以 上共 通 的 に 利 用 さ れ て い る情 報 は189件 が数 え られ,情 報 区 分 別 で

　 　は農 林水 産 関係 を は じめ と して,物 価 ・生 活 ・消費,統 計 一 般,経 済 開発

　 　計 画,財 政 ・金 融,企 業 経 営,入 口 ・労 働 力,鉱 工 業 一 般,エ ネル ギ ー関

　 係 の 利 用 が比 較 的 高 く,こ れ らで全 体 の 約8割 を 占 め て い る。

,

表3-2　 調査 対象市の経済規模等

(単 位:%)

ぎ 市 及 び 商 工 会 議 所 人　口 商業販売額 工業出荷額

道　 央

道　 東

道　 北

道　　南

札幌,小 樽,深 川,苫 小牧,室 蘭

帯広,釧 路,北 見

稚内,旭 川

函館

62.3

41.7

52.2

54.7

86.2

66.5

75.7

82.3

70.5

38.5

53.2

54.6

全　 域 55.9 81.6 59.0

　 ま た,tの うち10ヵ 所 以 上 で利 用 さ れ て い る ニー ズの 著 し く高 い もの

は,表3-3の とお りで あ り,市,商 工 会 議 所別 に は一 部 の情 報 を除 き利

用 面 で の片寄 りが 見 られ ない こ とか ら,地 域経 済 の 開発 ・振興 に 関 す る重

要 な情 報 と して そ れ ぞ れ 共 通 的 に利 用 して い る もの とい え る。
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(3)電 子 計 算 機 の利 用 状 況 に つい て は,市 では 札 幌 市 をは じめ と して9市 に

　 おい て す で に導 入 さ れ てte　b,現 在 業 務 委 託 中の2市 に お いて も56～57

　 年 度 中 に導 入 す る計 画 が あ る。

　　 商工 会 議 所 で は,導 入2ヵ 所,業 務 委 託2ヵ 所 とやs少 ないが,56年

　 度 に1ヵ 所,中 期 展 望 と して1ヵ 所 が 導 入 す る計 画 で あ り,情 報 化 の進 展

　 に伴 い徐 々に そ の拡 大 が 図 られつ つ あ る とい え よう。

　　 ま た,利 用 業 務 に つ い て は,市 では人 事 ・給 与 等 内 部管 理,税 務,住 民

　 記 録,統 計 関 係,国 民 年 金,上 下水 道 業務,商 工会 議所 では 記帳 事 務,統

　 計 関係,会 員 管 理 等 の 業 務 が主 な もの で ある。

　　 なま㍉ 両 者 共,電 算 処 理 にお い て は大 量 集 計等 の初 歩段 階 が主 で あ るが,

　一 部 に は デ ー タ ベ ース の構 築 等 高度化 の 意 向 も伺 え,将 来 に おけ る ネ ッ ト

　 ワー クへ の期 待 も大 き い。

表3-3　 利 用度 の高い情報

情報 情 報 利 用 件 数
情　　　報　　　名 情　　　報　　　源

区 分 市 商 工
会議所 合　計

所
国民所得統計 経済企画庁 8 7 15

得
道民所得統計 北海道 9 9 18

生産農業所得統計 農林水産省 8 2 10
一

経
産業構造の長期 ビジョン 通商産業省 8 4 12

済
北海道地域産業構造 ビジョン 札幌通商産業局 9 4 13

新経済社会7ケ 年計画 経済企画庁 8 3 11
●

開
工業再配置計画 通商産業省 7 3 10

発
第三次全国総合開発計画 国土庁 10 5 15

計
政府経済見通し 経済企画庁 8 6 14

画
北海道発展計画 北海道 11 7 18

新北海道総合開発計画 北海道開発局 10 6 16
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情報 情 報 利 用 件 数

区 分
情　　報　　名 情　　報　　源

市
商　工
会議所

合　計

国勢調査 総理府 11 8 19

人
口 住民基本台帳

自治省,北 海道 10 7 17

る 人口動態統計 厚生省 8 4 12

働
力 学校基本調査 文部省,北 海道 8 4 12

毎月勤労統計調査 労働省,北 海道 7 6 13

財政 ・ 中小企業金融公庫月報 中小企業金融公庫 6 8 14

金　融 調査月報中小企業金融統計 国民金融公庫 4 6 10

卸売物価統計物価 日本銀行 8 5 13

物
小売物価統計調査 総理府,北 海道 9 7 16

全国消費者物価指数 〃 9 6 15

価
北海道消費者物価指数 〃　　北海道 10 10 20

生 国民生活白書 経済企画庁 9 4 13

活 道民生活白書 北海道 8 4 12

■

消 家計調査 総理府,北 海道 8 7 15

費 消費動向調査 北海道 .6 4 10

中小企業白書 中小企業庁 9 8 17

企
・中小企業の原価指標 〃 5 5 10

業
中小企業の経営指標 〃 5 9 14

経
中小企業経営指標 北海道 7 7 14

営
帝国情報 帝国興信所 8 8 16

一 一

興信特報 東京 商工 リサーチ 5 8 13

産業立地 日本 立地 センター 8 2 10

国
土 工 業立地 ハン ドブック 助 日本工業立地センター

7 3 10

工場適地調査 通商産業省,北 海道 6 4 10

●

基 工業団地 ・工業用地一覧 北海道 9 3 12

盤
北海道の内陸工業団地 北海道銀行 7 4 11

貿 易.通 商白書 通商産業省 6 5 ll
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情 報 情 報 利 用 件 数

区 分
情　　　報　　　名 情　　　報　　　源

市
商 工
会議所 合　計

経済白書 経済企画庁,北 海道 10 8 18

統 地域経済総覧 東洋経済新報社 3 8 11

計 事業所統計 総理府 9 7 16

一 北海道統計書 北海道 10 6 16

般 北海道勢要覧 北海道統計協会 7 5 12

北海道市町村勢要覧 〃 10 6 16

た くぎん調査月報 北海道拓殖銀行 9 8 17

農
農林水産統計年報 農林水産省 9 2 11

林
水 農業基本調査 北海道 11 1 12

産
農業 センサス 農林水産省 10 3 13

鉱工業
一　般 工場立地動向調査 通産省,札 幌通産局,北海道 7 3 10

商業 センサス 通商産業省,北 海道 10 4 14

商
商業動態統計調査 〃　　　札幌通産局 6 5 11

業
大規模小売店舗の概要 〃　　　　　　　　　　　〃 5 9 14

観光白書 総理府 8 4 12

観
北海道観光便覧 北海道 6 6 12

北海道の観光客入込みに関す

光
る資料

北海道に於いて開催予定の
　　　　　 全国 ・全道大会

〃

〃

8

7

5

3

13

10

そ 札幌商工名鑑 札幌商工会議所 4 7 11
の

他 通商 ジャーナル 通商産業調査会 3 7 10

5.1.5　 情 報 交 換 ネ ッ トワ ー クの 進 め 方

(1)　 55年 度 の調 査 結 果 か ら得 られ た特 徴 的 な点 は 次 の よ うに 要 約 され る。

　　① 　推 進 機 関 に お い て は,情 報 ソー ス機 関 に対 す るデ ー タ交 換 を中心 に予

　　　 想 以 上 の ネ ッ トワー ク ・ニ ーズ が存 在 し,か つ,そ の ニー ズ に応 え て,

　　　 全 般 的 にデ ー タ提 供 に対 す る前 向 きな協 力 が 得 られ る見 通 しに ある こ と。
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　 ② 市,商 工 会 議 所 に お い て も,電 算 処 理 の拡 大 に よる合 理 化,高 度化 を

　 　 進 め つ つ あ り,地 域 経 済 振 興 に関 す る デ ー タ を中心 に,将 来 にお け る ネ

　 　 ッ トワー ク指 向 が 潜 在 す る こ と。

(2)以 上の こ とか ら,今 後 は 推 進機 関相互 間 で情 報 交換 ネ ッ トワー ク が実 現

　 され てい くもの と考 え られ るが,本 調 査 で得 られ た種 々 の指 針 を踏 ま え,

　 かつ 中央 にお け る先 進 事 例 を参 酌 す る と,① 条 件 の整 っ て い る ところ か ら

　 ② 自主 的 に　 ③ 相 互 の 合意 に基 づ き　 ④ 現 行 諸 制 度 の範 囲 内 で　 ⑤ 相互 の

　 利益 追 求 の た め を基 本 と して具 体 的 に展 開 す る こ とが必 要 で あろ う。

(3)更 に,ネ ッ トワ ー クの 実効 を高 め る ため には,な お 解決 す べ き各 種 の課

　 題 が あ り,推 進 機 関 相互 間 の 問題 と して,前 述 の意 見等 で 指摘 され てい る

　 とお り,

　 ① 　技 術 問題 に関 す る こ と(機 種,磁 気 テ ー プ等 の相 違 に よる問題 の検 討

　 　 等)

　 ② 運 用 面 に関 す る こ と(コ ス ト面等 の検 討 も含 む)

　 ③ シス テ ム化 に 関 す る こと(ス イ ッチ ン グ ・セ ンタ ー的 な機 関 の設 置 の

　 　 検 討)

　 を検 討 す ぺ きで あ り,ま た,各 機 関 が ネ ッ トワー ク化 に耐 え得 る よ うな シ

　 ス デ ムの 内 部 充 実 を 図 る必 要 が あろ う。

(4)一 方,外 部 的 問題 と して,① 国等 に よる施 策 の推 進 　② 統計 法,そ の他

　 法 令上 の 問題 の検 討 が 挙 げ られ る。

　 　 前者 に つ い て は,今 後,中 央 省庁 にお け る積 極 的 な施 策 の 推 進 に 伴い,

　 そ の波 及 効果 が 期 待 され,ま た,後 者 につ い て は,プ ライバ シー保 護 と情

　 報 公 開 制 度 との 関連 を考 慮 した ア プ ロー チが 必 要 な もの と思 われ る。

　 　 なお,本 調査 では,オ フ ライ ン ・ネ ッ トワー ク に 限定 して検 討 を行 っ た

　 が,情 報 化 の 急 速 な 進展 を考 慮 す る と,将 来 的 に オ ン ライン ・ネ ッ トワ ー

　 クに 関す る 各 種 の 問題 を検 討 す る こ と も有意 義 で あ ろ う。
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5.2　 地場産業 に関す る情報調査(東 海 ・北陸地域委員会)

　　　一瀬戸陶磁 器産地情報 基盤整備調査 一

5.2.1　 産 地 の 概 要

(1)窯 業,土 石製 品工 業 の 瀬 戸 市 に おけ る比 重 は,工 場 数 ・従 業 者 数 ・出 荷

　　額 とも に高 く,陶 磁 器 卸 売 業 もま た同 様 で あ る。 が,両 者 と もに小 規模 ・

　　零 細企 業 が 多 い。

(2)　 該 市 陶磁 器 関 連製 品 の 出 荷額 は全 国 の11%,愛 知 県 の32%を 占め る。

　　 ま た,取 扱 い 製 品 も殆 ん どあ らゆる種 類 の陶 磁 器 に及 ぶ。

　(3)　 輸出 比 率 の 高 いの は,ノ ベ リテ ィ(全 国 シ ェア56%)と 飲 食 器(同18

　　 %)で あ る。

(4)　 該 市 の 陶 磁 器 産地 と して の知 名度 は 高 い が,高 級 品 イ メー ジに欠 け る。

(5)　 当 該 産地 は,分 業 形 態 が 一般 的 で ある。

(6)　 近 年,当 該 産 地 を め ぐる環 境 変 化 と して次 の 事 項 が あげ られ る。

　　 　国 際 競 争 力 の 低 下,国 内 競争 の激 化,良 質 陶 土 の入 手 難,燃 料価格 の高

　　騰,人 材,後 継 者 難,住 土 混 在 へ の対 応 コス ト高,道 路 整 備の遅れとこれ

　　 に 関連 す る公 害 の発 生,名 古 屋 市 の ベ ッ トタ ウ ン化等

ろ.2.2　 産 地情 報 流 通 ・処理 の 現 状

　(1)　情 報 ニ ー ズ

　 　ω 　産 地 全 体 か らみ た情 報 ニー ズ

　 　 　 　産 地 全 体 の情 報 ニ ー ズ をみ る と,　 「品質 ・デザ イ ン ・新製 品 ・技 術 関

　 　 　連 情 報 」 が 最 も高 く,以 下,　 「販路 開拓 ・市 場 関連 情 報」,　 「経 営 一 般

　 　 　情 報 」 の順 に高 い。

　 　 　 　ま た,こ れ らの情 報 は,当 該 産地 が 多種 類 の陶磁 器 を手 が け,か つ製

　 　 　品 供 給 先 も国 内 は も と よ り広 く海 外 に至 るた め,情 報 ニ ー ズ もまた 必 然

　 　 　的 に産 地 内 ・国 内 に関 す る情 報 に と どま らず広 く海 外 に まで及 ぶ。
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(ロ)業 種別 にみ た情報 ニーズの特 徴

　① 　ノベ リティ部門

　　　 消費者 ニーズに合致 したデザ インの企画,バ イヤー との成 約価格,

　　雇用等 に関す る情報 ニーズが高い。

　② 洋飲食器 部門

　　　デ ザイン,新 製品 開発 を始め,企 業 の生産 ・販売,財 務 ・賃金体系,

　　地場 製品動 向等 に関す る情報 ニー ズが高い。

　③ 和飲食器 部門

　　　製品の高 級化 に伴 うデ ザイン開発,多 様化す る消費者 ニー ズ,陶 磁

　　器関連業界や他 産地 の動 向等 に関す る情報 ニーズが高 い。

←→　業態別 にみ た情報 ニーズの特徴

　① 　メー カ部 門

　　　 商品の高級化 に伴 うデザ イン,新 製 品開発等の情報 ニーズが高 く,

　　 次い で原 ・燃 材料,生 産技術,雇 用等に関する情報 ニーズが高い。

　② 座元商社 部門

　　　 売れ筋商 品 をめ ぐる消費者 ニーズや新製品開発(デ ザ イン)等 に関

　　 す る情報 ニー ズが高い。

⇔ 情 報 の相互 関連

　　 産地情報の流通 を考 えた場合,産 地企業 が入手 した情報 を より有益 な

　 ものにす るためには,企 業 自身 も入手情報 に加工 ・分析処理 を施 し,付

　 加価 値 を高める ことが必要 に なる。例えば,産 地 が今後発展す る条件 の

　 一つ として,流 行 ・売れ筋商品を的確 に把握 す ることを考 えて も,地 場

　 製品の動向 を始 め,関 連す る業 界動 向や消費者 ニーズの変化等 を出来 る

　 限 り客観的 に把握す る必要が ある。 また,各 企業 は こ うした変化 に応 じ,

　 また,変 化 の方向 を先取 りして対応計画 を立 てる ことによ り事業活動 上

　 有利な展開を図る ことが可能 になる。 従 って,産 地全 体 に有機的に情報

　 を流通 させ る必要 が ある といえ よう。
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②　 情報入 手チ ャネル

　 ω　産地全 体か らみた情報入 手 チャネル

　　　入 手先 を企業 系,経 済 ・業界団体系,そ の他系に大別す ると,企 業系

　　 か ら入手 す るものが約半 分近 くを占める。 その うち日常取引先 か らは主

　　 にデザ イン ・新製 品,市 場 関連等 の情報 を得,取 引先以外 と しては同業

　　者の会合 の場 等か ら経営一般情報 を得 てい る。

　　　 次に ウェイ トの高 いのが経済 ・業界団体 系であ り,経 済,中 小企 業施

　　策 ・制度,経 営一般等の広範 な情報 を得 ている。

　　　その他系 では一般 マス コ ミ等が主 となっている。

　　　なお,ニ ーズの高 い情報 の多 くは,日 常取引ルー トを通 じてお り,取

　　引活動 と情報活動 が一 体化 してい るといえ よう。

　回　業 種別及 び業 態別 にみた情報入手 チャネルの特徴

　　　洋 ・和飲食器 部門,メ ー カ部門は経済 ・業界団体や販売先 か ら情報の

　　多 くを入手 してい るのに比 べ,ノ ペ リテ ィ部門,座 元商社部門 では一般

　　 マス コ ミの ウェイ トが高 い。

　　　また,輸 出依存度 の高 い業種程,最 終 需要者 に近い ところ程 産地 外の

　　チ ャネル に依存す る傾向が 強 く,海 外情報 も含 めた全 国的 なネ ッ トワー

　　クの必要性が うかが われ る。
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経済情報

中小企業施策制度情報

そ の 他 系

　 (20.3)

経済 ・業界団体系

　 　　 (33・8)、

経済情報

中小企業施策 ・制度情報

経営一般情報

デザイン ・新製品情報

市場関連情報

仕入関連情報

図3-1

取 引先

　 (2&6)

取引先以外

　 (17.3)

デザイン ・新製品情報

市場関連情報

仕入関係情報

受注関連情報

(注1)　 　　 )内 は構成比

(注2)　 重複回答方式 による。(一 情報区分につき3項 目以内)

(注3)　 取引先…仕入先,販 売先,受 注先

　　　　 取引先以外…同業者会合,調 査機関,専 門家,独 自調査
　　　　　　　　　 海外駐在員

　　　　 経済業界団体系…経済 ・業界団体(業 界紙等を含む)　　　　　　　　　　　　 見
本市 ・展示会

　　　　 その他系…金融機関,国 ・県 ・市の機関,マ スコミ

産地 全 体 か らみ た情 報 入 手 チ ャネ ル

5.2.5　 産地情報流通 の課題 ・方向 ・あ り方

(1)　産地情報 流通 の課題

　　　 現在,産 地 対策 を展 開 してい く上で必要 とされ る迅速 かつ的確 な情報 は

　　 必ず しも十分確保 されているわけでな く,む しろ不足 を訴え る声が強い。

　　 産地が一体 とな った情報処理機能の必要性 が唱え られなが らも具 体的着手

●

一36一



　 への困難 性が 目立つ。

　 ω　一元 的情報 処理 を阻 む要因

　　　 これは,多 業種 ・中小零細 ・分業体制 とい う産地特性 を もつた め,

　　 「異 なる情報需要 を系統的に統合 し,多 くの情報 を広範囲 にわた り廉 価

　　 で提供 す る」 ことの困難性で ある。同時にまた 「これに対応す る具 体策

　　 は何 か」 が基本的課題 である。'

　 回　情報不足 に伴 う諸 問題

　　① 　国 際間 ・国内他 産地 間 との競争 上の不利 　② バ イヤーに左 右され易

　　 い　③ 多 くを 「口こみ情報」 に依存するため的確性 を欠 く　 ④ 産地製 品

　　 の イメー ジア ップ不足　⑤情報の偏 りと多角 的活用が不十分

(2)産 地 の進 むべ き方向

　　今後,産 地企業 がいか なる環境 変化 にも機敏 に対応 してい くため には,

　従来以 上に情報へ の依 存度 が高 まるこ とが見込 まれ る。 このため産地企業

　 は地元諸機関 と一丸 とな って,産 地 と しての情報 処理 体制 を確立 し,製 品

　 の多様化 ・高級化,市 場開拓 ・拡大に,或 は労働力確保,コ ス ト低減,燃 料,円

　相場への対応 に,さ らには中長期計画 の樹立等 に役立て ると ともに,特 に

　 産地内大多数 を占める中小零細企業の情報不足 に伴 う不利 を解消す ること

　 に より産地全体 の レベル ア ップを図 り,市 場戦略 を有利に運ぶ必要がある。

(3)　産地情報流通 基盤整備 の あり方

　(イ)産 地 内意思 の統一化

　　　基盤整備へ の積極的気運 は,現 在必 ず しも産地全体 にみ なぎっている

　　 わけでは ない。 従 って,ま ず産地 内に各業種 ・業態別企 業代 表,公 的 機

　　 関,経 済団体 ・組合,金 融機関等で構 成す る委 員会 を設置 し,こ の場 を

　　 中心 に方 向を検討の上,基 本計画を策定 ・提 示 し,産 地 全体の意思統 一

　　 を図る 必要が ある。

　回　基 本計画 の策定

　　　く計画 策定 に際 しての考え方 〉
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　①　基本計画の策定主体… …委員会 組織 を中心に基本計 画を策定す る。

② 情報処理組織 ……委員 会の構成機関で組織 し,中 心機 関は商工会議

　　所又は主力 陶磁器組合 が望 ま しい。

③ 情報拠 点……各 種の考え方があるが,長 期 的 ・総 合的展望 では,地

　　場産業振興 セ ンター(仮 称)等 の助成措 置 を活用 して情報拠 点を育 成

　　することが最 も得策 である。

　④ 検討すべ き情報 ……産地の必要 とする一般共通情報と ミク・情報,ま た

　　その うち対価 支払 い を伴 って も入手 した い情報 を明確に してお く。

　⑤ 情報 の処理 体制… …〈収集体制 〉専門職員を育成 ・配置 し独立的に行 う。

　　情報処理組織 の構成 機関に機能 分担 させ る。専 門調査機 関を利用す る。

　　全国,ブ ロ ック情報 機関等 との ネッ トワーク化 を図 る。或 は これ らの

　　併用等〈集 計 ・分析 ・加工体制〉初期 の段階 では構成機 関での機能分

　　担 も考えられるが,中 長期的には専門職員の育成 ・配置,コ ンピュータの導

　　入 が望 ま しい。 〈提供体制 〉産地 の情報拠点が単 独で,或 は構成各機

　　関を通 じて,或 は情報の種類 に よ り何れ の方法にす るかな ど各種の方

　　法 が考え られ る。 〈産地情報拠 点の位置 づけ 〉例 えば,一 般政治 ・経

　　済情報は全国 レベルの情報機関か ら,或 は海外 ミク ロ情報 は 日本 貿易

　 振 興会 との提携等 上記情報処理体制 と関連的 に検 討 を加え る必要 があ

　 　 る。

←→　 実施 計 画 の 策 定

　 　 実施 計 画 の成 否 は優 れ て コス トに見合 う機能 が期 待 出来 る か 否か にか

　 か る。 ま た,情 報 処理 体 制 は,初 期 段階 で は小 規模.中 期 では ブ ロ ッ ク

　 機 関 等 との 連 携,長 期 的 に は全 国 レベル での ネ ッ トワー ク化 を 目指 す

　 とい った 段階 的 機 能 強化 が望 ま しい。
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5.2.4　 情 報 の 一 元 的 処 理 化 へ の ア プ ロー チ

　 　　 　ー コン ピ ュ 一 夕 ・テ ク ノロ ジ ーの 導入 一

　(1)　技 術 的 ・社 会 的 背 景

　 　　 IC技 術 の急 速 な進 歩 に よ り,ハ ー ドウ ェア価格 は 低 下 し,オ フィス ・

　 　 コ ン ピュー タ等 が 中 小 企 業 ユ ー ザ にま で普 及 しつ つ あ る。

　 　　利用 面 で も各 種 の研 究 ・開発 が 進 め られ て お り,主 な もの と して有 線 テ

　 　 レ ビの 活用 や パ ター ン情 報 処 理 を挙 げ る こ とが で き よ う。

　 　　 また,民 間 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の 内容 が充 実 され,普 及 段 階 に入 っ

　 　てい る こ とは注 目す べ きで あろ う。

(2)　 産地 情 報 基盤

　 　　国 内 向 け飲食 器 業 界 に焦 点 を あ て た デ ー タ ベ ー ス の 内 容 及 び情 報 処理

　 　の 仕組 み 例 を 示 す と図3-2,3-3の とおbで ある。

■

経済 ・業界団体
金 融 機 関

受　　付

蓄　　リァ 外

経済 ・業界団体

金　融　機　関

聖

・分

亘/(i玉 書
一ー 一(遜(

サテ ライ ト'デ ータベース

_⊂ ⊃
・データベース

民間データベース

図3-2　 産地情報処理体制概念図

一39一



デ ー タベ ー ス

理

情

ル

着

地

祠

堂

産

フ

経

自

報

↓

　　 ヘノ　　　　　

1経営管理l

l他産地情l
l報 フ・イル1
・、　　　　　　ノ

専 用 システ ム 産 地状 況 シヌラム
地域 製 品

動 向 システ ム

基 本　出　力

市場関連

全国情報

プアイル

関連業界

動向システム

製品別生産 ・販

売状況

地場 製品 シェア

関　 向[三1

企画 開発

・技 術情 報

フ ァイ ル

業種別原燃材料
使用状況

　　 　 業種別雇用・労
　　 　 務状況

図3-3　 シス テ ムの全 体像

　 (瀬 戸 陶磁 器 産地 の 国 内向 け飲 食 器 業 界 を モ デ ル に した場 合)

5.2.5　 結 びに代えて

　　瀬戸産地 が志向す る取扱い製品 の高付加価値化 には膨大 な情報 を必要 と し,

　これに伴 う情 報処理 も質量両面にわた り今後 ますます強化 され るべ き方向 に

　 ある。乏 ころ が,当 該 産 地 にお け る外 部 情報 ニー ズは業 種 ・業 態 に よ り,或

　は 分業 体 制 下 で の位 置 づ け に よ り一 様 で は な い。 こ の ため,す ぐに使 用 され

　る ま で に加 工 され た オ ー ダ ー メ イ ド的 情 報 は コス トが か さむ 上利 用 者 が限 定

　さ れ,逆 に レデ ィ メ イ ド的 汎 用情 報 は需 要 が 減 少 す る とい う二律 背 反 的 性 格

　を もつ 。 一 方,情 報 処理 技 術 面 は将 来 的 には か な りの開 発 が見込 め る と して

　 も,現 在 な お未 開 発 の 面 が 少 な くな い。 さ らに現 実 的 な問 題 として,対 価 支

　払 い を 前提 と した 情報 の場 合 は,相 当程 度 の 効 用 が 不 可 欠 となる。 こ うした

　条 件 を考 え る とき,産 地 に お け る一元 的情 報 処理 化 へ の道 はか な り険 しい感

　が 強 い。

　 　翻 って,国 内 市 場 再 開 発 志 向 を強 め る陶磁 器 業 界 に あ って は,今 後 同業 他

●
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産地 との競争 が従来以 上に熾烈 なもの となろ うし,そ の過程 において明暗 を

分ける ものは産地 における情報処理能力の優劣 である とさえ考え られ る。 と

りわけ該市 の よ うに産地 への依存度 が高い場合 には 「産地の課題 を こえた地

域 の課題」 で ある。従 って,情 報問題 への取 組みは より高付加価値化 を求 め

ての他産業 の導入 や業種転換 も含 め,ひ とり産地企業のみ に委 ねるこ とな く,

運命共 同体 と しての 自治体,経 済団体 ・組合,金 融機関は もと より地域住民

まで包含 された形 での展 開でなければ な らない。そ して地域社会 の一体化 が

強固 であれ ばあるほ ど産地企業 にとって も課題解決への道が開け るで あろ う。

■
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5.　5　 流通システム化に関す る地域情報 調査(九 州地域委 員会)

5.5.1　 流 通 シ ステ ム化 に 関 す る地 域 情 報 活 用 状況 実 態 調 査

　 九 州 地域 にお け る産 業 経 済 上 の 当面 す る課題 の一 つ に 流通 問題 が あ る。取

　引 流 通 の 面 では,集 中豪 雨 的 な 大型 店 の 出店 申 請,物 的 流通 の 面 で は,省 エ

　ネ ル ギ ー等 の諸 課 題 をか か え て お り流 通 の 近 代化 シス テ ム化 が 要 請 され てい

　 る。

　 　 こ う した ことか ら,「 流通 システム化に関す る地域情報委員会 」(九 州 地域 委

　員 会)は,流 通 シス テ ム化 を促 進 す るため の 情 報機 能 の あ り方等 につ い て検

　討,改 善 す るため に 地 方 自治 体,商 工 会議 所 ・商工 会,流 通 業 界 そ れ ぞ れ の

　立 場 にお け るデ ー タ の利 用 状 況 と必 要 デー タにつ い て ア ンケ ー ト調 査 を行 っ

　 た。 調 査 対 象及 び 回収 状 況 は表3-4の とお りで あ る。

表3-4　 調査対象の回収状況

区　　　　　　　分 対　象 数 回　収　数 回収率㈲

地 方 自 治 体
各　　　　　県

各　　　　　市

7

43

7

37

100

8〔LO

会　　議　　所
商 工 会 議 所

商　　工　　会

43

53

36

43

8a7

81.1

流　通　業　界

ス　　ー　　ノこ　　一

百　 　貨　 　店

38

29

26

20

6&4

69.0

合　　　　　　　 計 213 169 793

　 そ こで以 下 に お い ては,調 査 の 結 果 を(1)流 通 シ ス テ ム化 に 関 す る情 報 ニ ー

ズ(2)利 用 上 の 問 題 点 等 を 中心 に 整理 す る こと とす る。

(1)流 通 シス テ ム化 に関 す る情 報 ニ ー ズ

s
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　 ア ン ケー ト調 査 で は,表3-5に 掲 げ る各機 関 別 質 問項 目 に対 して表3

-6に 示 す 各 種 情 報 の 利 用 の有 無 を回 答 す る 方式 を採 った 。

表3-5　 機関別質問項 目

機　　関　　名 質　　　問.　　 項　　　 目

1)マ スタープラン策定など長期流通政策立案の基本資料と

して

地　方　自　治　体 2)都 市計画(市 街地再開発 ・商業立地計画など)立 案 ・修

正 ・施行 などに際 して活用する。

3)(大 店審など)商 業調整に当 っての基礎資料として

1)商 業活動指導の基礎資料として常備

商工会議所 ・商工会 2)商 業活動予測の基本情報として活用

3)商 業調整に際 して活用

1)出 店政策の基本資料としても活用
流　 通　 業　　界

2)営 業政策の基本資料 として活用

'

　その結果,高 い利用 度合(60%以 上)を 示 したデー タ項 目と統計名 を

とりま とめたのが表3-7で ある。

　その うち3機 関が共通 に高い利用度合 を示 しているデー タ項 目としては,

①商業統計の小売業(産 業 分類別)の 規模別商店数,従 業者数,年 間販売額

及び売場面積,② 住民基本台帳の 世帯数があげ られ る。

　さ らに,2機 関以上 共通 に高い利用度合 を示 しているデータ項 目を統計

名でみ ると,① 商業統計,② 住民基本台帳,③ 国勢調査,④ 人 口動態統計

であ るが,こ れ らは,全 て流通 とくに小売業に対す る政 策立案,指 導活動,

戦略 設計 に当 って加工 処理 される基礎的 デー タである。

　また,特 徴的 なこ とと して,他 機 関の利用度合は低 いが流通業界 におい

て,家 計 調査年報 の都市 階段地 方別1世 帯当b消 費 支出及 び県庁所在都 市

別1世 帯 当 り消費支 出等 の消費 市場 に関す るデータあ利用度合が高 く企業
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表3-6　 ニー ズ調 査 対 象 統 計 名及 び デ ー タ項 目名

デ ー タ
統　 計　 名 番号 デ　　ー　　タ　 項 　　目 質問1 質問2 質問3

種 別

国　勢　調　査 1 年令別 ・男女別人口

(総 理府統計局) 2 世帯種類別,世 帯人員世帯数及び

世帯人員

3 経済構成,親 族人員別普通世帯数

4 住宅の種類,住 宅の所有関係別普

人 通世帯数,普 通世帯人員1世 帯当

た り室数,畳 数

就業構造基本調査 5 就業,不 就業状態,配 偶関供,教

(総 理府統計局) 育程度

年令,男 女別15才 以上入口

6 就業状態,産 業,従 業上の地位男

女別有業者数

人　口　動　態 7 人 口増加数

8 自然動態

9 社会動態

住民基本台帳 10 男女別人口

11 世 帯 数

12 転入 ・転 出

口

将来推計人 口

/賀㌫ ㌘＼
の名前及び推計

/《‡嶽 ご記ノ
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デ ー タ
統　　計　　名 番号 デ　　ー　　タ　 項　　目 質問1 質問2 質問3

種 別

家計調査年報 13 1世 帯当たり年平均1ケ 月間の収

(総 理府統計局) 入 と支出

(1)都 市階段,地 方別1世 帯当た

所 り消費支 出(費 目別,品 目別)

②　県庁所在都市別1世 帯当たり

消費支出(費 目別,品 目別)

14 1世 帯当たり年間の品目別支出金

得
額,購 入数量,平 均価格

{1}都 市階級,地 方別

② 県庁所在都市別

と

県　民　所　得 15 産業別純生産

県民所得(分 配)

県民所得(支 出)
消

市町村民所得 16 産業別純生産

17 市町村民所得の分配

費

消費と貯蓄の動向 18 主要耐久消費財の普及状況(県別)

(経 済企画庁) 19 〃　　　　　 (地 域別)

20 〃　　　 (所 得階層別)

商業統計表 21 卸売業(産 業分類別)

商 (通 商産業省) (D規 模別商店数

②　従業者数

(3)年 間販売額

業 {4)商 品手持額

(5}売 場 面積
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データ

種 別
統　 計　 名 番号 デ　　ー　　タ　 項　　目 質問1 質問2 質問3

22 小売業(産 業分類別)

ω 規模別商店数

{2)従 業者数

{3}年 間販売額

(4}商 品手持額

商 (5}売 場 面積

23 飲　食　店(産 業分類別)

{1}規 模別商店数

②　従業者数

{3)年 間販売額

(4)商 品手持額

{5}売 場面積

24 卸　売　業(産 業分類別)

{1)仕 入先別年間販売額

②　販売先別年間販売額

25 小　売　業(産 業分類別)

(1)仕 入先別年間販売額

業 (21販 売先別年間販売額

商業動態統計 26 地域別商品販売額(百 貨店)

(通商産業省) 〃　　 　 (セ ルフ店)

〃　　　 (その他の商店)

〃　　　 (合 　計)

流

商品流通調査

(通 商産業省)
27 都道府県別出荷内訳

貨物地域流動調査 28 地域相互間貨物輸送 トン数
通
(運 　輸　省) 29 輸送機関別品目別輸送 トン数
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デ ー タ
統　　計　　名 番号 デ　　ー　　タ　 項　　目 質問1 質問2 質問3

種 別

賃 毎月勤労統計 30 常用労働者1入 平均月間現金給与
'

金 (労 　働　省) 総額

物 消費者物価指数 31
'品目別消費者物価指数

価 (経 済企画庁)

建 住宅着工統計年報 32 所得関係別着工新設住宅戸数

築 (建 　設　省) 33 種類別着工新設住宅数

陸運統計年報 34 自動車保有車両数

(運 　輸　省) 35 自動車1台 当り人口

そ

海運業務要覧 36 支局別倉庫数及び面積

(九 州海運局)

の 道路統計年報 37 国道,県 道,市 道の状況

(建 　設　省) 38 駐車場数

39 地価公示価格

他 40 気　　象

41 上下水道の整備状況

42 電気,ガ ス使用量
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表3-7 流通 システム化 に関す る主要データ項 目及び統計名

60%以 上の利用度合を示した質問項目該当数
デ　　　ー　　　 タ　　　 項　　　圏 統 計 名

合　　計 地方自治体一商工会流通業界

1 規模別商店数(小 売業) 商業統計 7 3 2 2

2 従業者数(小 売業) 商業統計 6 3 2 1

3 年間販売額(小 売業) 商業統計 6 2 2 2

4 世　帯　数 住民基本台帳 6 3 1 2

5 売場面積(小 売業) 商業統計 5 1 2 2

6 年令別 ・男女別人口 国勢調査 5 3 0 2

7 世帯種類別世帯人員別世帯数及び世帯人員 国勢調査 4 2 0 2

8 人口増加数 人 口動態統計 4 3 1 0

9 男女別人口 住民基本台帳 3 1 0 2

10 都市階級地力別1世 帯当 り消費支出 家計調査年報 2 0 0 2

11 県庁所在都市別1世 帯当 り消費支出 家計調査年報 2 0 0 2

12 規模別商店数(卸 売業) 商業統計 2 1
'1

0

13 従業者数(卸 売業) 商業統計 2 1 1 0

14 年間販売額(卸 売業) 商業統計 2 1 1 0

15 転入 ・転 出 住民基本台帳 1 1 0 0

16 都市階級地方別1世帯当り年間の品目男ll支出金額,購入数量,平均価格 家計調査年報 1

　 　 ・

0 0 1

17 県庁所在都市別 ∫世帯当b年 間の品目別支出金額」購入数量,平均価格 家計調査年報 1 0 0 1

18 産業別純生産(県 民所得の分配 ・支出) 県民所得 1 1 0 0

19 産業別純生産 市町村民所得 1 1 0 0

20 市町村民所得の分配 市町村民所得 1 1 0 0

21 商品手持額(卸 売業) 商業統計 1 0 1 0

22 売場面積(卸 売業) 商業統計 1 0 1 0

23 商品手持額(小 売業) 商業統計 1 0 0 1
、

24 規模別商店数(飲 食店) 南桑統計 1 0 1 0

25 従業者数(飲 食店) 商業統計 1 0 1 0

26 年間販売額(飲 食店) 商業統計 1 0 1 0

27 売場面積(飲 食店) 商業統計 1 0 1 0

28 地域別商品別販売額(百 貨店) 商業動態統計 1 0 0 1

29 国道県道,市 道の状況 道路統計年報 1 1 0 0

30 駐車場数　　　　　　　　　　　' 一 1 1 0 0

31 自然動態 人口動態統計 1 1 0 0

32 社会動態 〃 1 1 0 0

33 品目別消費者物価指数 消費者物価指数 1 0 0 1
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　 経 営 に密 着 した もの と思 わ れ る。

(2)　利 用 上 の 問 題 点

　 　 現 状 に おけ る デ ー タの 利 用 に当 って の問 題 点,改 善要 望 事項 を 次 の3つ

　 の 角 度 か らま とめ て み る。

　 ① 　不 足 情 報

　 　 　 不 足 情 報 と して は,商 業 統 計 及 び消 費 支 出 に 関す る デー タが 多 く具 体

　 　 的 にみ てい くと商 業 統 計 に 関 しては,小 売業 の 業 種 と市 町村 区 分 を更 に

　 　 細 か く分類 した 売場 面積,販 売 額,従 業 員数 等 の細 目デ ー タ,ま た各 市

　 　 町 村 にお け る 商業 集 積(大 規 模 小 売 店 舗,商 店 街)毎 の デ ー タ とな っ て

　 　 い る。 消 費 支 出につ い て は,市 町 村 別 品 日別 の 消 費 支 出額,独 身 勤労 者

　 　 の 品 目別 消 費 支 出額 等商 業 統 計 と 同様 に細 目デ ー タ をあげ て い る。

　 　 　 これ らの デ ー タを 指摘 した の は,そ の ほ とん どが 商工 会 議 所 ・商工 会,

　 　 流 通業 界 で あ り,そ の 利 用 目的 は,商 工 会 議 所 ・商工 会 の 場 合 は,商 業

　 　 活動 指導,商 業 調 整 の た め の 指標 作 成,既 存 大 型店 の把 握 で あ り,流 通

　 　業 界 の場 合 は,商 圏 内 有 効 需 要額 の 算 定,出 店 政 策 等 の 目的 が 主 な もの

　 　 で あ る。

　② 既 存 デ ー タ利 用 上 の 問 題 点

　 　 　流 通 関連 の 既 存 デー タ を利 用す る上 での 問題 点 は,「 公 表 が 遅 くて タ

　 　 イ ミ ングが ず れ る」(41.9%),「 数 字 が大 まか す ぎ て地 域 別 品 目別

　 　等 の 細 目が とれない 」(324%),「 入 手先,入 手 方法 が わ か らない」

　 　 (13.5%)に 集 約 さ れ る。 以 上 の 問題 点 が 最 も多 く指 摘 され てい る デ

　 　 一 夕は 商 業統 計,次 い で 家計 調 査 年 報,国 勢調 査等 で あ る。

　③ デー タ加 工上 の問 題 点

　 　 　流 通 関連 デ ー タ を利用 す る場 合,そ の ま まの 形 で利 用 す る よ り も加 工

　 　 して利 用 す る度 合 が 高 い の で,デ ー タ加 工上 の 問題 点 を調査 した。 各 機

　 　関 と もデ ー タ加工 上 の 問題 点 の 第1位 と して 「デ ー タ加工 の専 門 担 当者

　 　が い ない」(44.6%)こ と を あげ てい る。 次 い で 「コノ1:'二 一 夕刊 用
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が 困 難 で あ る」 が 続 い てい る。

5.　5.　2　 事例研 究 「福岡都市圏の商圏および売場面 積の予測 」

　　流通関連の基本 デー タをパイロ ッ ト的 に活用 した1つ の例 と して九州第一

　の小売商業の集積 を もつ福 岡市天神地区の商圏 と将来変動 を通産省の大型小

売店 の審査指標の1つ であるハ フモデル を使い将来予測 を行 った。なお,算

　出のための基礎デー タと して,人 口,売 場面積,時 間距離及 び買物調査等 の

　資料が必要 であるが今回の分析 では人 口につい ては,50年 国勢調査及 び福

　岡市のマス タープ ラン,売 場面積は,福 岡市の商業(商 業統計51年 版),

　時間距離は 「地下鉄 開通 の影響予測調査」(福 岡市商業近代 化推進会議)を

　利用 して計算 した。また,天 神地区は,福 岡都市圏(福 岡市とその周辺の3市4郡

　一春 日市,大 野城市,筑 紫野市,筑 紫郡,糸 島郡,粕 屋郡,宗 像郡)以 外の商圏

　の拡が りをもってお り,こ の点は 「お買物調査(福 岡都 市商業活動調査)」 の

　データ を活用 した。 これ らの基礎 データをも とに昭和51年 時点 を基準 とし

　て55年,60年 の将来予測 を行 った結果 を売場面積拡大 とそれ に伴 う福 岡

　都 市圏及 び都市圏 外の顧客を も加えた売場面積1㎡ 当 り吸引人 口との関係 を'

　中心に概 要を以下 にま とめてみ る。

　① 昭 和51年 時 点 で 吸 引入 口は,衣 服 身 の ま わ り品 で9,504人,飲 食 料

　 　 品 で5,221人 と算定 して,55年 時 点 で は他 の商 店 街 の 売 場 面積 拡 大 を

　 　 前 提 して も(天 神 の 売 場 面積 拡 大 な しで も)10,210人,5,282人 と

　 　 や や上 回 る結 果 と な る。 これ は,都 市 圏,周 辺都 市 の 消 費入 口増 加 に よる

　 　 効 率 改 善 とみ る こ とがで きる。 この 時点 で地 下 鉄 の 開 通が あれ ば この傾 向

　 　 は さ らに 強 ま る 。

　 　 　 ま た,55年 時 点 で天 神 の衣 服 身 の ま わ り品売 場 面 積 が1万 ㎡拡 大す る

　 　 場 合,吸 引 人 口は9,679人,2万 ㎡拡 大す る場合 に は9,204人 と吸 引

　 　 人 口 の低 減 が お こる。

　 　 　 飲 食 料 品で は,さ らに きび し く2千 ㎡ の売 場 面 積 拡 大 で も吸 引 人 口の 低
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下 が お こ る。

　 つ ま り55年 時 点 で は,買 回 品,最 寄 品 と も ど もに売 場拡 張 の 余地 は,

ほ とん ど ない とい って よい。(表3-8,3-9(D)

表3-8　 天神地区 の吸引 力 と売場 効率の変化

(昭 和51年 時 点　都市総人 口1,513,　 958入 　規模 ・時間距離現状のまま)

買回品(衣 服身のまわり品) 最寄品(飲 食料品)

天　神　の　規　模 72390㎡ 17,647㎡

都 市 圏 吸 引 人 口 596,197人 81,754人

占　　　拠　　　率 0.3938 00540

拡 大 吸 引 人　口 688,011人 92136人

㎡あたり拡大吸引人口 g,504人 5,221人

●

② しか し,昭 和60年 時点では,事 情 がか なb変 る。都市圏人 口は,低 く

　 見積 って も190万 人以上 に増加 し,さ らに地下鉄 開通に よる都心 部へ の

　 吸引効果 も働 い て,衣 服 身のまわ り品 関係で4万 ㎡,飲 食料 関係で1万2

　 千 ㎡の売場拡張 を行 って も,51年 時点の吸引人 口を下まわ ることはない。

　 特 に,飲 食料 品に代表 される最寄 品の拡張余地が大 き く(地 下鉄の流動効

　 果)表 われ る。

　　他 の商店街 が何れ も1.5倍 の拡張 を行 った場合 で も天神の衣服 身のまわ

　 b品2万 ㎡,飲 食料 品1万2千 ㎡の拡張 で現時点 の吸引人 口を確保 できる

　結果 とな った。(表3-9(mω ⑱)

③ これ まで見 て きた とお り売場面積1㎡ 当り吸引人 口の予測 を通 じて60

　年時点 の天神地区 の売場 拡張余地 を導 き出 したが,こ の算定過程では,所

　得や 消費 の伸びは ゼ ロと見てお りそ の意味では,最 低限度の売場拡張 の可
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・能 性 を示 してい るの で あ って 実 際 に は ,そ れ 以 上 の拡 張 余地 が想 定 さ れ る。

　 　ま た,都 市 圏 外 か らの 顧 客 吸 引 に 関 しては,商 店 街 あ るい は,店 舗 の 商

　品構 成 や価 格 構 成 な どの マー ケテ ィング戦略 に よ って変 化 す る こ とは,当 然

　 で あ り,こ の よ うな政 策 的 要 因 を含 め る と天 神 地区 の 売 場拡 張 余 地 は更 に

　拡 が る もの と思 わ れ る。

　 　 さ らに これ ま での 算 定 は,買 回 品,最 寄 品 のそ れぞ れ の 代 表 と して衣 服

　身 の ま わ り品,飲 食 料 品 を と り出 して吟 味 して きた。 つ ま り家具 什 器 お よ

　び そ の他 の小 売 業 の売 場 面 積 は 除 外 され て い る。 実際 に はt51年 時点 で

　 も合 計 して 約7万 ㎡以 上 の これ らの 業 種 が あ り,こ の うち で 買 回 品 的 な性

　格 を もつ もの につ い ては,衣 服 身の まわ り品 とほ ぼ 同様 の拡 張 の 可 能性 が

　 あ り,ま た最 寄 品的 性 格 な もの につ い て も飲 食料 品の 場 合 とほぼ 同率 で拡

　張 し うる もの と考 え られ る の で全 業 種 を含ん だ拡 張 可能性 は か な りの規 模

　 に達 す る もの と思 わ れ る。

　 　以 上 流通 関連 の基 本 デ ー タ を利 用 したパ イ ロ ッ トシ ステ ム を開発 して福

　 岡都 市 圏 の商 圏 お よび売 場 面 積 の予 測 を行 ったが,こ れ に利 用 した デ ー タ

　は,① 公表 が遅 い,② 印刷 物 で しか 公 表 さ れ て い な い,③ 目的 と した分 類

　 で公 表 さ れ て い ない等 の 問 題 点 が あ っ た。 これ らの問題 点 は3.3.1-(2)一

　②"既 存 デ ー タ利用 上 の 問 題 点 袖で も述べ た とこ ろ で あ るが,今 回 は,こ

　 の問 題 点e〈対 して は,①5年 前 の デ ー タの 利 用,② 印刷 物 デ ー タの リパ ン

　 チ,③ 福 岡 市役 所 の統 計 区分 の 利用 等 に よ り対処 せ ざ るを得 な か った。 従

　 って,今 後は これ らの 問題 点 を解 決 しなが ら対 象地 域 を拡 大 し,い つ で も

　 どこで も 目的 に応 じた 分析 や予 測 が 利 用 出来 る よ うな本 格 的 な デ 一 夕ベー

　 ス及 び利 用 シ ス テ ム を開 発 し,九 州 地 域 の 流 通 シス テ ム化 の 指 針 とす べ き

　 で あ る。
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5.5.5　 今後の方 向 と課題

(1)基 本 方向

　　　地方 自治体,商 工 会議所,商 工会及び流通業界それぞれの立 場で流通 シ

　　ステム化 を促進 するための情報機能 のあ り方等 について検討 ・改善するた

　　めに実施 した今回の情報 ニーズ,調 査結果及 び事例研究の結果 か ら考える

　　と地域 の課題 に即応 出来 る ような情報の体系化 と情報の円滑な流通 を図 る

　　ために商業統計,人 口等基礎的 な利用度の高い共通情報については デー タ

　　ベー スを開発 す る必要 があると思われる。

(2)　デー タベース開発のための課題

　　　データベースを開発す るため次 の ような課題 について検討 し,実 現化 を

　　図 る必要が ある。

　 ① 共通情報 の整備計画の作 成

　　　 各機関共通 の情報 を統計,デ ータ項 目,利 用区分別 に整理 し,整 備計

　　 画 を作成す る。

　 ② 情報の収集体制の確立

　　　 整備計画に基づきデータベースに蓄積す るにあたっては,出 来 る限 りM

　　　Tな どの電算機記録媒 体で入力す る必要 があるので,と の ため に情報収

　　 集体制 を確立 しなければ な らない。

　 ③ 利用 システ ムの検討 と開発

　　　 必要 な情 報 をどの よ うな形 でデー タベースか ら得 るか,利 用 システ ム

　　 の機 能を充分検討 し開発す る必要が あ る。

　 ④ 政府機 関における施策 の推 進

　　　 情 報ニーズ調査 の結果か ら明 らかな ように,情 報の 中で も重 要 な位置

　　　を占める官庁統計 の早期公表 と内容 の充実等 を求める意 見が多 く,こ れ

　　　らを推進す る必要が ある。
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5.　4　 地 域 経済 情 報 ネットワー ク形 成 に関 す る調 査(関 信 越 ・東 北 地域 委 員会)

5.4.1　 調査 の概要

　　80年 代は 「地方 の時代 」 と呼 ばれ,各 地域の動向 に強い期待 と関心 が も

　たれ てい る。

　　この よ うな中で,行 政機関,各 種 団体 企業等 においては田園都市構想,定

　住圏構想等 の長 期計画の策定 や,複 雑化 してゆ く経済 状況 の把握に地域独 自

　の展 開が求 め られ てい る。

　　これ らの計画 を策定 し,実 行 するには,地 域におけ る情報基盤 を整備 し情

　報 の流通を図 る必要 がある。

　　そ こで,本 地域調査においては,多 岐にわたる地域活動の うち特 に変化 の著

　 しい経済状況 を迅速,確 実 に把握す るために地域経済情報 へのニーズを明 ら

　かにす る とともに,そ の利用方法,技 術に関す る研 究,開 発 を行 い 共 通情

　報基盤 の形成拡大 に寄与 しうる地域情報拠点 の育成 と地域経済情報 ネ ッ トワ

　 ークの形成 を行 う。

　　 こ うした背景の もとで昭和55年 度は,次 の調査 を実施 した。

　① 関東,東 北地域436団 体 に対す る アンケー ト調 査

　② 委員 会 メンバー機関 を対象 と した 「地域経済利用状況,電 子計算機処理

　　状況,利 用 ニーズ」ア ンケー ト調査

　③ 委員会 メンバー機関 を対象 とした 「産業経済 分野統計資料利用状況調査」

5.4.2　 情 報 流通 の現 状

　 　関 東 ・東 北 地 域 に お け る情 報 流通 の現 状 を把握 す るた め に,両 地 域 の行

　政 ・民 間諸 機 間 に対 しア ン ケー ト調 査 を行 った 。調査 票発 送 数 ・回収 率 は表

　 3-10の とお りで あ る。

　 　情 報 流 通 を図 る うえ で の技 術 的 武器 と もい え る コ ン ピュー タの普 及 は か な

　 り高 く,導 入 また は委 託 に よ リ コ ン ピ ュー タを利 用 してい る機 関 は 行 政機 関

一58一



　 で93%,民 間 機 関 で も73%に 達 してい る。

　 　 調査 対 象 を比 較 的 入 口 の大 きい市 町村,あ る い は規 模 の大 きい民 間機 関

　 (銀 行 が 多 い)と した こ とに も よる が,ほ とん どの利 用機 関 が磁 気 テ ー プ装

　 置,フ ロ ッ ピー デ ィス ク装 置,紙 テ ー プ装置,カ セ ッ ト磁 気 テ ー プ装置 等 い

　 ずれ か の オ フ ライ ンに よ るデ ー タ交換 用 媒体 を持 っ てい る。 しか しオ ン ライ

9

　 ン機 能 を持 つ機 関 は全 体 で10%以 下 で あ り,し か もそ の6割 以 上 が金 融機

　 関 で あ る こ と を考 えれ ば,そ の普及 は まだ低 い 。 地 域 的 に は 関 東 ・東 北地

　 域 に おけ る コ ン ピュー タ利 用 率 に は市 町村,商 工 会 議 所 を中心 に差 が 見 られ

　 東 北 地方 の遅 れ が 目立 つ 。

表3-10　 ア ンケー ト調 査 の 回収 結 果

機　　　関
発　 送　 数

回収 数 回収賜
計 東　北 関　東

行政機 関

　 　 県

　 市　 町　 村

200

13

187

6

63

　 7

124

129

13

116

64.5

100.0

62.0

民間機 関

　金 融 機 関

　商工会議所

諸　 団　 体

236

82

53

101

14

18

8

68

35

93

131

51

35

45

55.5

62.2

66.0

44.6

合　　　計 436 109 327 260 59.6

●

　 コ ン ピュー タ利 用 業 務 は,行 政 機 関 で は 「税金 」　「入 事給 与等 内部 管 理 」

がほ ぼ100%行 われ て い る。 「統 計処 理 」 は行 政 ・民間機 関 と も約6割 で

あ る。 統計 処理 を含 め,利 用 され る デ ー タの 多 くが 値入 情 報 に関 す る もの で

あ る。

　 デー タ交換状 況 については磁気テー プ媒体 で行政機 関36%,民 間機 関49%が

交換 を行 ってい るが,交 換 さ れ て い るデ ー タの多 くは指 定 統 計 や 口座 振 替 に

関 す る もの が 多 く,自 主 的 な デ ー タ交換 は 県 と市,金 融機 関 同 士,或 いは金
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融機 関 と計算機 セ ン ター間 な どで一部 見 られ る もの の,そ れ ほ ど活発 に行 わ

れ てい る とは言 え な い。

表3-11 磁気 テープによる情報 の交換状況

(一般統計情報,企 業情報,経 済情報)

デ ー タ交 換 機 関 交　 換　 デ　 ー　 タ　 例

国　 一ーー一→ 　　県 道路情報,人 口動態調査,農 林 センサス,工 業統計調査,

国 勢調査

国　 一 国ー一　県 道路情報,行 政情報,自 治省統計データ,学 校基本統計,

消防防災行政統計

地方自治情報センター 一〉
　　　　　　　　　 県

自動車登録情報

県　一ー ーー 一一〉　 市 工業統計情報

県 　 ・← 一 ー ー ー一 　 　市 町字別人 口調査,2才1児 該当者テ ープ

金融機関 一 〉金融機関 企業財務情報,帝 国興信所企業情報

金融機関　←一一一
　　　 新聞社,交 換所 株式価格,手 形引,日 経時価 テープ

国　 ぐ一ーーー 一　 団体 鉄鋼政策情報

国 一ーー一一→レ　 団体 通関統計,IFS(国 際経済統計)

団体 一 一 一 〉　 団体 自主統計,各 国貿易統計,鉱 工業生産指数

金融機関 く一ー一　 協会 全国統 計 マスター

　 ソ フ トウ ェアの 交換 に つ い て は行 ってい る と答 え た機 関 は 行 政機 関 で2%

(県 と国),民 間 機関 で は10%(商 工 会 議 所 間等)で あ り,ま だま だ行 わ

れ てい な い状況 に あ る。

　 地 域情 報 に対 す る ニ ー ズ,整 備 状 況 に つ い ての調 査 では,図3-4～6に

示 され て い る よ うに,地 域 情 報 ニー ズ と しては行 政 機 関 で は総 合 政策 的 な情

報 を重 視 す るが,民 間 機 関 で は生 産 活動,販 売活 動 に直 接 結 びつ く情 報 を重

視 してい る と言 え る。

　 整 備状 況 につ い ては 不備 で あ る と答 え た機 関 が,行 政 機 関,民 間 を問わず,

ま た,地 域 に関 係 な く6割 近 くに達 して い る。
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図3-4　 重 要 と考 え る地 域情 報(返 送 数=100)

行 政 機 関 民 間 機 関

+
分

多少不満だ

がほぼ満足す
べき状態

図3-5　 地域情報整備 状況(返 送数=100)

行政機関

民間機関

⊆必要
情報整備の

セクションが ない　 48

情報が膨大である

　　　 38

初

他11
　 　 　 　 '　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　,　
,一"　 　 　 　 　 　 　 　 　 　,"　 　 　 　、"　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,"　 　　　　　　　　　　　、　　　　.

24 37 32　 　　　 7

図3-6

必要な情報が公表され
　　 ていない

地域情報 が不備 である理 由

　　　 (不 備 と答えた もの=100)
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　 デ ー タベ ー ス を 「作 成 済 み 」 あ るいは 「作成 を予定 して い る」機 関 は か な り

多 く,行 政機 関 で56%,民 間機 関 で は78%で あ る。 そ の内容 は市 町 村 の

住 民 情 報 シ ステ ム,金 融機 関 の 口座 シス テ ム,県 ・市 町村 ・金 融機 関 の人事,

会 計 シス テ ムが 多 い 。地 域 別 に 見 る と,関 東 で は作成 済 が26%,作 成 予 定

が46%で あ るの に対 し,'東 北 で は 作成 済 が13%,作 成 予 定 が41%で あ

り立 ち遅 れ が 目立 つ 。

　 情 報 の 相 互利 用 に つ い ての 調査 で は,何 らか の形 で情 報 ネ ッ トワー ク を結

ぶ こ とに賛 成 した機 関 は民 間 で89%,行 政 機 関 では58%で あ った。 また,

情 報 ネ ッ トワー クへ の参 加 が 「可能 」 又 は 「条 件 が整 え ば可 能 」 と した機 関

は 民間 が77%に 対 し行 政 は61%と 低 い。 そ の 制 約 条件 と して は 「技 術的

問題 」　「社 会 制度 上 の問 題 」等 が あ るが,特 に行 政 機 関 では 「社 会 制度 上 の

問題 」 が 大 き くな ってい る。　 「社 会 制度 上 の 問題 」 と しては,プ ライ バ シー

保護,デ ー タ保 護,情 報 公 開 の問 題 が挙 げ られ て い る。

　 以 上 の調 査 か らい くつ か の問 題 点,課 題 が 明 らか に され た 。

　 第1に は地 域 情報 ニ ー ズ,整 備 に対 す る関心 が非 常 に高 く,そ の手 段 の1

つ と して情 報 ネ ッ トワー ク形 成 が 望 ま れ て い る とい う点 で あ る。

　 第2に は情 報 共 通 利 用 に際 して は プ ラ イバ シー保 護,デ ー タ保 護等,個 人

情 報 の 取 扱 い に つ い て 慎 重 に検 討 しな けれ ば な らない こ とで あ る。 統 計 デ

ー タに限 ってデ ー タ交 換 の可 能 性 を探 って い くと して も
,こ う した問 題 を解

決 しなけ れ ば情 報 の範 囲が 限 られ て しま う恐 れ が あ る。

　 第3に は機 関 に よ って地 域情 報 の と らえ方,ま た情 報 交 換 に対 す る考 え方

が異 ってい る こ とで あ る。 同 じ行 政 機 関 で も県 と市 町村 で は異 る し,民 間機

関 で も組 織,地 域,業 種 等 で対 処 の仕 方 が大 き く違 ってい る。

　 第4に は 民 間 の行 政 部 門 に対 す る情 報 公 開 の要 求 が 強 い の に対 し,行 政 側

は住 民対 策,法 制定 等,多 くの 問 題 をか か え て い る こ とで あ る。
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5.　4.5　 地 域 経 済 に関 す る共通 利 用情 報 の現 状

　 　前 記 の ア ン ケー ト調 査 か ら地 域情 報 に対 す る ニ ー ズ 及 び 整 備 ・流 通 状 況

　につ い て の現 状 が 明 らか に な った 。 この調 査 を基礎 に,情 報 の共 通 利 用基 盤

　を形 成 す るに あた って必 要 とな る 「共 通 利用 情 報 の 内 容等 に つ い ての モ デル

　調 査 」 を実 施 した 。 対 象機 関 は 本調 査 委 員会 の構 成 メ ンバ ・一一で ある11機 関

　で あ り,内 容 は 次 の とお りで あ る。

① 各機 関 に おけ る一般 統 計 デ ー タ(公 表 され てい る もの)の 利 用 状 況,電

　 　子 計 算機 処 理 状 況,利 用 ニ ー ズ調査 。 利 用 目的,利 用 方法 の調 査 。

② 地 域 経済 振 興 の ため の計 画 策定,地 域 経済 分 析,地 域 企業 経 営 分 析 等,

　 　地 域 施 策 を支 援 す る シス テ ムの利 用状 況 調 査。

③ 　各機 関 で利 用 して い る地 域 経済 情 報 の うち,① で あげ られ な か った情報

　 　独 自に調査 を行 い 内部 的 に利 用 してい る情 報等 の調 査 。

　 　デ ー タの利 用状 況 につ い ては,人 口 ・世 帯,土 地 利 用,産 業,経 済,住 宅,

　運輸 通 信,社 会 文 化 生 活 等 ど の 分 野 の デー タも よ く利 用 され てお り,重 層

　的 な情 報 の整備 が 必要 で あ る こ とを示 して い る。利 用 の地 域 区 分 につ い ては

　 よ り細 か い区 分(ex,メ ッシュ),ま た従 来 の よ うな 国,県,市 町 村,メ ッシ

　 ュ とい う地 域 区分 で対 応 しきれ な い区分(ex,特 定地域別,行 政 機 関別 とい う

　 よ うな)に も対応 出来 る デ ー タの整 備 の仕 方 が求 め られ て い る。 ま た デ ー タ

　 の利 用 目的 と して入 口 ・世 帯,土 地 利用,産 業 分 野 の 情報 に つ い ては20%

　以 上 が 「中長 期 計 画 策定 」 で あ り,「 地 方 の時 代 」 あ るい は 「安 定 成 長 の 時

　代 」 とい わ れ てい る80年 代 に お い て,中 長 期 に わた る地 域的 見通 しが 政 策

　 ニー ズ あ るい は業 界 ニ ー ズ と して重 要 に な って きて お り,そ れ に つ れ て あ ら

　 ゆる分 野 の 構造 デ ー タへ の 要 望 が今 後 も強 ま る と思 われ る。

　 　調 査 対 象機 関(11機 関)が 地 域経 済 情 報 と して利 用 してい る と して挙 げ た

　情 報 は全 部 で181あb,そ の うち6機 関 以 上 で共 通 に利 用 され て い る情 報

　 は47で あ った。
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表3-12　 分 野 別 共 通 利 用 情 報

人 口 ・世 帯 土地 利 用 産　　　業 経　　　済 住　　　宅 運輸 ・通信 社会 ・文 化 ・生 活
A B A B A B A B A B A B A B

国　勢　調　査 10 4 国　　　　　調 8 4 事業所統計調査 11 2 国民経済計算 11 6 住　宅　調　査 8 2 陸　運　統　計 9 2 学　校　調　査 7 1

住民基本台帳 9 2 耕地面積概要調 7 4 農林省統計表 8 0 勤　労　統　計 8 5 建設統計 月報 8 3 道路統 計年報 8 3 医療施設状況 3

人 口動態年報 7 3 農林水産 統計 8 4 漁業 動態調査 6 0 都道府県別
　　　 経済数

10 1 自動車
保有車輌月報 10 2 電気事業便覧 1

就業構造
　　 基本調査 10 1 林野面積統計 6 3 工 業 統 計 表 11 8

地方債
　　現在高状況 7 1

ガス事業
　　 統計年報 9 1

漁業動態調査 6 0 林業統計要覧 7 2 窯業所得統計 7 1 普通新税決定額 6 3 水　道　統　計 7 1

農 業 統 計 表 7 0 市区町村面積調・8 3 商　業　統　計 11 8 税務統 計速報 6 1 下水道普及状況 7 0

事業所統計調査 10 2 工 業 統 計 表 10 8 鶏卵流通統計 6 0 建設業務
　　 統計年報 6 1

工 業 統 計 表 10 8 都市計画年報 7 3 牛乳乳製品統計 6 0 県民所得統計 9 4

公共施設状況調 6 5 畜　産　統　計 6 0

木材需要 報告 7 0

作物統計
農林省統計表

7 0

鉱 工 業 指 数 7 7
A:デ ータを業務で利用 していると答えた機関数(全 体で11機 関)

商業動態統計 6 4
B:デ ータが電算媒体に保有 されていると答えた機関数(一 部保有 も含む)

生産 動態統計 6 4

産地 概況調査 6 0

(注)デ ータの業務利用機関数が6以 上の もの(半 数以上)を 抽出した。



4

　 これ らの情 報 は 一部 を除 い て毎年,あ るい は3年,5年 に 一度 の 公 的調 査

で得 られ る構 造 デ ー タで あ る。 そ の他 利 用 ニー ズ は多い が各 機 関 が 独 自の調

査 フォー マ ッ ト内容 で調 査 してい る ため 広域 デ ー タ整 備 が難 しい もの と して

は 「中小 企業 動 向(景 況)調 査 」　「消 費動 向 調 査 」等 が 挙 げ られた 。 また,

「大 規 模 小 売店 」 に関 す る利 用 ニー ズ も各 県,通 産 局 を 中心 にか な り多 か っ

た 。

　 情報 の利 用 目的,利 用 方法 につ い ての調 査 では 表3-13,表3-14で
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 て

示 され る よ うに デ ー タの組み合わせ利用は若干 で あ るが,所 得,就 業 者,交 通

量,生 産 額 等 に関 す る推 計,あ る いは 予測 を 目的 とす る場 合 に用 い られ て い

る。

　 分析 手 法 に つ い てみ る と,四 則 演 算(集 計,伸 び率,構 成 比,対 前 年 月比,

対 前年 同 期 比)の 利 用 が 圧倒 的 に 多 い 。四則 演 算 は電 卓 に よる手 計 算 か,簡

単 な プ ログ ラム作 成 に よる電 算 処理 で行 われ て い る。

　 回 帰 分 析,モ デ ル分析,産 業 連 関 分 析 等 の 多 少複雑 な分 析 は 専 用 シ ス テ ム

に よる電 算 処 理 が行 わ れ て い る。 しか し一 方 で は複雑 か つ タ イ ム リーな 問題

提 起 に対 して迅 速 に対 処 で きる汎 用 分析 シス テ ムの開発 が ま だ遅 れ てお り,

デ ー タが 充 分活 用 出来 ない とい う意 見 も出 さ れ て い る。

　 共 通 利 用情 報 の整 備 と と もに,ソ フ ト ウ ェ ア の 共 通 利 用 につ い て も検 討

す る必 要 が ある だ ろ う。

?
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表3-13　 デー タ組 み 合 わせ 利 用 状 況 表

　 　 デー タ名

デー タ名

工
業
統
計

産市

爵
編

〃

用
地
用
水
編

〃

地
域

膓

ζ

商
業
統
計

産

業

編

〃

品

目

編

〃

地
域

膓
ζ

県

民

所

得

統

計

事

業

所

統

計

国

勢

調

査

鉱

工

業

生

産

指

数

貿

易

統

計

労

働

力

調

査

住

民

基

本

台

帳

生

産

動

態

統

計

法
人
企

業

統
計

調

査

商

業

動

態

統

計

総
理
府
統
講
騨

膓
ζ

物

流

統

計

爺
)

都
内
成
長
勲
醗
営
実
態

地
域

産
業

実

態
調

査

埼
玉

県
大

型

店

名

簿

電

力

需

給

の

概

要

農

業

統

計

都
市

《
使
用
量
調
査

・工撒 計 奮嚥 霜× 1 1 1 1 1 1 1 1 1

〃　 用地用水編 x 1

〃　 地域 メッろ × 1 1

商業統計　産 業 編

「

× 1 3 3 1 1 1 1 1

〃　　 品 目 編 ×
イー
'

1

〃　 地 域 メッ汚 ×
県 民 所 得 統 計 × 1 1 1

事　業　所　統　計 ×ト

1 1

国　　勢　　調　 査 x
鉱工業生 産 指 数 X
貿　　易　　統　　計 X 1

労　働　力　調　査 X L

住 民 基 本 台 帳 X
生 産 動 態 統 計

×
法人企業統計調査 ×
商 業 動 態 統 計

×
総理府統灘

,必 ×
物 流 統 計(都) 凶
都内成長業種
　 　 の経営実態 ×
地場産業実態調査

×
埼玉県大型店名簿

×
電 力需 給 の概 要

×
農　　業　　統　　計

X
都市ガス使用量調査

×
合　　　　　計 1 2 5 5 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 2 2

、

2

(注)数 値は 業務数 で ある。
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主 要 テ ー マ別 デ ー タの利 用状 況(共 通利 用 デー タ)表3-14

情報 分野 地域経済振興の為のピジ・ン作成 中小企業対策 聖 裁 城経済産業轍
対策

燃
工場立地

資源 ・エネルギ
ー対策 雇用労働対策 環境対策 噸

中 交 港 水 用 中 地 中 中 商 広 地 県 鉱 産 全 工 竃 電 ガ 総 労 職 雇 職 窟 化 公 股

　 　 　 　 　 情報三一ズ

デ　　　　　　処
　 　 　 　 理

ム　 　 　 　 内
の　　　　　データ名　容
利　　　　　　　　　　　計
用
方
法

長

期

計

画

策

通

量

の

推

計
.

予

箆

彦
魯ま

貨
物
量
予

竃肩

語
中,
水
道

構

水
加
工

工
業
の

変
遷

予

小

企

業

経

営

動

向

把

場

産

業

実

態

調

小

企

業

診

断

指

導

事

小
企
業

;
融
資
■1め
嚇
策
推

業

活

動

の

実

態

把

域

商

業

診

域

経

済

動

向

把

民

所

得

推

工

業

生

産

動

向

把

業

連

関

表

の

作

国

水

需

給

動

態

調

場
立
地
に
お土
け地
る利
用
の
適
正

力
需
給
の
現
状
搬
握び
需
要
想

力
事
業
の
経
営
計
画
経
営
分

ス

事

業

分

皇
元
f
需
給
の
現
状
分

働

経

済

分

業
訓1
練
の

需

給

状
況

調

用

者

数

の

推

種

別
在
職
者
訓
練
実
施
計

素
酸
化
物
対
策

総

合

調

学
的
酸
素
要
求
蹴
に合のの
係削た理
る減め状

害
防
止
計
画
紅麟

計め把

備
投
資
動
剛
繊
蹴
る向
難
路
・鯛

定 測 測 想 測 握 査 業 進 握 断 握 計 握 成 査 化 定 析 析 析 析 査 計 画 査 画 握 査

四　則　演　算

(集計,伸ζ克己 構成比村前月比,対前年比)

、
23 ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ o ○ O ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ o ○

回　帰　分　析 10 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ o
工　業　統　計

相　関　分　析 商　業　統　計 5 ○ o ○ ○ ○

鉱 工 業 指 数
モ デ ル 分 析 1 ◎

県民所 得統計

行　列　演　算 事 業 所 統 計
P

○

電力需給の概要
デ ー タ 補 完 1 ◎

ガス事 業統計

デ ータ組 み合 わせ利用 エネ九ギー統計 8 ◎ ○ o o ○ ○ ○ ○

設備投資
主 成 分 分 析 計画調査 1 ○

そ　　の　 　他　 　 　 　 　
,　ノ

4 ○ ○ ○ ○

◎5業 務以上に利用
01～5業 務に利用

.

V

ー

O
べ
ー



ろ.4.4　 今 後 の 課 題

　 　 　 　一地域 別 情 報 拠 点 の育 成 と情 報 ネ ッ トワ ー ク の 形 成 を め ざ して 一

　 (1)　 ク リア リング機 能 の 充 実

　 　 　 「地 域経 済 情 報 ネ ッ トワー ク形 成 に関 す る ア ン ケL-pト 調 査 」 の結 果(3.

　 　 4.　2参 照),回 答 を い た だ い た 関 東 ・東 北 地 域 の436機 関 の うち情報

　 　 ネ ッ トワー ク構 想(注 ∴=ア ンケー ト調 査 で提 示 さ れ た構想)に 対 して,民

　 　間 で約90%,行 政機 関 で約60%と 多数 の機 関 が賛 成 してお り,情 報 の

　 　相互 利 用 や地 域 情 報 の 整備 とい った問 題 に対 す る関 心 が 非 常 に高 い こ とを

　 　示 してい る。

　 　 　 しか し地 域 を問 わず 各機 関 とも情 報 の不備 を訴 え て い る もの が 多 く,特

　 　 に次 の2点 が大 きな課 題 とな ってい る。

　 　① 利 用 した い情 報 の所 在,内 容,入 手方 法 等,必 要 とす る情 報 の ア ブ ・

　 　 　 一 チ方法 が整 っ てい な い。

　 　② 情 報 の 共通 利 用 に対 す る技 術,制 度等 の体 制 が整 って い ない。

　 　 　従 って情 報 の 共通 利 用 基 盤 の形 成 を具体 化 して い くた め には,ま ず各機

　 　関 で作 成 され て い る情 報 の タ イ トル,作 成 者,概 要,入 手 方 法 等 を含 む所

　 　 在源 情 報 を収 集,整 備 し,利 用 者 に 提供 す る 「所 在 源情 報 案 内(ク リア リ

　 　 ン グ)機 能 の充 実 」 を図 る こ とが 必 要 で あ る。

　② 　 情 報 ネ ッ トワー ク機 能 の充 実

　 　 　一 次情 報(原 デ ー タ)の 共 通 利 用 を図 る ため に必 要 とな る 「情報 ネ ッ ト

　 　 ワー ク機 能 の 充 実 」 につ い ては,今 回調 査 して明 らか に な った内容 の うち,

　 　 ① デ ー タは ど こに あ るの か(電 算 媒体 保 存 状 況,提 供 の可 能 性等)

　 　② 利 用 の方 法(利 用 区 分,時 系列年 数,範 囲,分 析 手法 を含 む)

　 　 　 を よ り明確 に す る と と もに,次 の5点 に つ い て 検 討 す る必 要 が あ る。

　 　 (イ)技 術 的 に どの よ うな手 段 を とるか

　 　 　 　 将 来 的 に は コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クの 実 用 化 が進 み,異 機 種 間 の

　 　 　 情報 交 換 も可 能 とな るで あ ろ うが,現 段 階 で は オ フ ライ ンに ょる機 関 同
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　 士 の 情 報 交 換 及 び地 域 の シ ンク タ ン ク機 関 を 中心 と した シス テ ムの 開 発

　 とサ ー ビス の方 法 が 考え られ る。

(・)各 機 関 既 存 の情 報 シス テ ム,応 用 ソ フ トウェア と うま く リンク し,有

　 効 な活 用 を図 るた め に は ど うす れば よい か 。

　 今 回 の調 査 対 象機 関 の よ うに情 報 処理,デ ー タバ ンク開発 が比 較的 進 ん

で い る場合,既 存 シ ス テ ム との関係 を充 分検 討 しなけ れ ば な らない。

表3-15各 機 関 の総 合 情報 システ ム

機　関　名 シ ス テ ム の 名 称 開発終了予定年度

埼　 玉　 県 埼 玉 人 口情 報 シス テ ム 運　用　中

東　 京　 都 ODITS-T 〃

神 奈 川 県 行政 データ管理 システム 開　発　中

千　 葉　 県 〃 〃

東 京 ・仙 台 政 策 情 報 シ ス テ ム 通産省運用中
通産局 オン ラインTSS使 用

,

内 　 利 用 デ ー タの 整備 の仕 方 と ソ フ トウ ェアの 検討

(→　 デ ー タの収 集,メ ンテ ナ ンス,サ ー ビス体 制 の確 立 を図 るた め に どの

　 よ うにす るか 。

困 　制 度 的,経 済 的 問 題 の検 討

　　 ま た将 来 的 には 地 域 間 の情 報 ネ ッ トワー クの形 成 も望 まれ るが,こ れ

　 を実 現 す る た め に は共 通 デ ー タの整備 を全 国 各 地域 ご とに進 め る等,今

　 後,解 決 しな けれ ば な らない 問題 も大 きい。

　　 なX-,情 報 交 換 ネ ッ トワー ク機能 構 想 の 一 例 と して,3-7に 分 散 型

　 の機 能 図 を示 す 。
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案
内
機
能
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リ
ン
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)

所
在
源
情
報

二次情報収集

二次情報整備

所在源情報案内誌作
成

二次情報蓄積

所 在 源 情 報

案 内 シス テ ム

配

情

報

利

用

機

関

布

問
い
△

回

共
通
利
用
に
関
す
る
諸
問
題
の
調
査

q
わ
割
箸

共

通

利

用

情

報

の

整

備

情報の所在調査 情 報 入 手 交 渉

情 報利 用

情

報

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

機

能

図3-7　 情 報 交換 ネ ッ トワー ク(分 散 型)機 能 図

寸
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5.5　 西 日本地域情報拠 点形成 に関す る調査(近 畿 ・中国 ・四国地域委員会)

5.5.1　 調 査 の概 要

　 　 80年 代 は 「地方 の時 代 」 と も呼 ば れ る よ うに,今 後,地 域 へ の行 政 施策

　や経 営 戦略 の展 開 が よ り多 く求 め られ る ことが予 想 され る時 代 に至 り,地 域

　情 報 へ の ニ ーズが ます ま す 高 ま る ことが推 測 され る。

　 　本 調査 研 究 は,こ の よ うな情 勢 の もとに,大 阪 地 域,広 島地 域,お よび四

　国 地 域 を対 象 と して,情 報拠 点 形成 の ため に,そ の あ り方 に つ い て検 討 す る

　 と と もに,各 地 域 の情 報 流 通 の 現 況 に つい て ア ン ケー ト調 査 を実 施 した。

　 　西 日本 地 域 は,瀬 戸 内 経 済 圏 といわ れ る反 面,各 地 域 そ れ ぞ れ 地理 的,社

　会 的 圏 域 を形 成 して お り,必 ず し も,同 一 の情況 で は ない 。 しか し,地 域情

　報 に対 す る ニ ーズ,あ る いは 情 報 流 通 につ い ての期 待 は同 じで,情 報 拠 点 の

　 育成 が よ り必 要 と考 え られ る。

　 　 な お,本 調査 成 果 は 次 の よ うに と りま とめ た。

　 　① 本 調 査 の 全体 計 画 と研 究 体 制,② 今年度 の中 心 的作 業 に な った情 報 ニ ー

　 ズ調 査,③ 西 日本 地 域 の情 報 サ ー ビス業 の現況(通 産省 の 「特 定 サ ー ビス業

　実 態 調 査 報 告 書 」 を も とに,各 地 域 の特 徴 につ い て検討 し,現 状 把 握 を行 っ

　 た。)④ 情 報 拠点 形成 に つ い て(一 般 的 な考 え方 と,諸 問 題 の考 察),⑤ 近

　 畿,中 国,四 国各 地 域 の現 状 と課 題

5.　5.2　 情報流通調査 の特徴

　　調査 の方法 は,近 畿 ・中国 ・四国 の各地域 ごとに調査対 象機 関 を選定 し,

　ア ンケー ト調 査票 を郵送 した。調査票 「情報 流通 に関す る基礎 調査 」か ら,

　主 に,次 の ような項 目につ いて回答 を得 た。

　　 。情報収集の方法

　　 ・情報 の種類 と必要度

　　 。情報 の提供
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　 。地域情報 の流通

　 。情報拠点 の形成

　調査結果 の詳細 な分析は,今 後 の研究 で行 うこととし,若 干その特徴 を整

理 する こととする。

① 情報 の種類 と必要度

　　情報 の種類 別必要度 についての考 え方は,図3-8の ように,市 場 関連

　情報が一番 高 く,次 に経済情報 とな っている。調査対 象機 関の業種 に関係

　 する と考 え られるが,現 在 の経済情勢 か ら見る と,や は リマー ケ テ ィン

　 グに関す る情報 に対 して大 きな二

　 一 ズが あ る こ とは 明 らか であろ う。

② 　 情 報 の 提供

　 　 す で に コ ン ピ ュー タを利 用 して

　 情 報 の 提供(情 報 交換 を含 む)を

　 行 ってい る と ころが か な りあ り,

　 図3-9を 見 る とわ か る よ うに,

　 近 い将 来 に 行 う予定 を加 え れ ば約

　 30%に な る。 これ は コ ン ビュー

　 タの普 及 と あわ せ て,情 報 の利 用

　 が進 ん で きた こ と,お よび一 部 情

　 報 提 供 が 行 わ れ て い る ことが考 え

　 られ る。 しか し,業 務 と して,情

　 報 提 供 サ ー ビス を始 め てい る と こ

　 ろ は各 地 域 と も少 ない 。

③ 情 報拠 点 の形 成 と流通 セ ン ター

　 　 構 想

　 　 地 域 情 報 の流 通 を促 進 す るた め

　 には,情 報 拠 点 の形 成 と流 通体 制

技術関連　　　　　　仕入関連

　 　　 　 　　 　 4.9

　　　　　 &%市 場離
　 　　 施策制度

　 　　 　 　12.5%　　　　　　　31.6%

　 　　 企業関連

　 　　 　 19・4%　　 経 済

　 　　 　 　　 　　 243%

図3-8　 情 報 種類 別 の ニー ズ

「情報 の

提供 ・交換」

を行 って

　 いない。

図3-9　 情報利用状況

近い将来

行う予定

である。
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の確立 は 不可 欠 で あ り,各 地域 と も流 通 セ ン ター構 想 は 強 力 に推 進 す べ き

で あ る と考 え てい る。

　 しか し,各 地域 の 実 情 を充 分 に把 握 し,地 域 の特 性 を活 か し,地 域 に合

った体 制 を作 る と と もに,将 来 の地 域 情報 ネ ッ トワー クに近 づけ てい くべ

きだ ろ う。

5.5.5　 近 畿,中 国,四 国 各地 域 の現状 と課 題

　 　西 日本 地 域 の 情報 流通 の現 状 につ い て は,地 理 的 条件,情 報 機 能,社 会 経

済 的 背景 等3地 域 の特 性 の違 いが大 き く,西 日本 を一 つ の地 域 と して と らえ

　る こ とは困 難 で あ る。

　 　そ こで まず,地 域 別 の現 状 を把握 し,各 地域 の課 題 を明 らか にす る こ とに

　よ って,情 報 の 流通 促 進 とい う共通 の場 づ く りか ら検討 を は じめた。 しか し

　情 報 拠 点 構 想 お よび推 進 体 制 につ い て も,地 域 格 差 が あ り,統 一 テー マを設

定 す る ま で に至 らなか った。 今後 の大 きな課 題 で あ る と同 時 に,引 続 き討 議

　を進 め て い くもの で ある 。

　 各 地域 の現 状 を概 略 す れば 次 の とお りで あ る。

① 近 畿 地 域(大 阪 中心)

　 　 　中枢 管理 機 能 の東 京 集 中 化 傾向 の中 に あ って,近 畿 の情 報 面 で の立 遅 れ

　 　が 目立 ってい る。 しか し,近 畿 は物 資 流通 基 地 と して重 要 な 地位 を有 して

　 　お り,西 日本 各 地 か らの デ ー タの中継 地 と して,ま た東 京 か らの 情 報 の 集

　 配 基地 と して の 機 能 を 果 して い る もの と 思わ れ る。

　 　 　また近 畿 は京 阪 神 の 多 心構 造 とな っ てお り,瀬 戸内経 済 圏 の 中心 的 位置

　 　を 占め るな ど,情 報 の ネ ッ トワー ク化,デ ー タベ ース化 の 要求 も強 く,ネ'

　 　 ッ トワー ク情 報 サ ー ビス,デ ー タベー ス サ ー ビス等 の形 成 が よ り必 要 と な

　 　って くる。　　 　 ・　　 　　　 　　　 　　　 　　 ・

② 中国地 域(広 島 中心)

　 　 　中国 地 域 で は,情 報 を必 要 とす る者 が,当 該 情 報 が ど こに あ るか を探 し,
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　 個 々別 々に必 要 な情報 を収 集 し,加 工利 用 してい るのが現 状 で あ る。 ま た

　 具 体 的 に,ど うい う形 で情 報 機 能 を強 化 してい くか,情 報 流 通 を ど う して

　 い けば よい の か,ま とま った考 え方 とい うものは示 され てい な い。

　 　 将来,中 国 地 方 の情 報 機 能 を強 化 してい くた め,あ らゆる と ころで発 生

　 してい るデ ー タ ・情報 で あ り,流 通 可 能 な情 報 を どの よ うに整 理 し,利 用

　 者 が利 用 しや す い提供 体 制 を と って い くか に つ い ては,地 域 で関係 者 が現

　 状 を十 分認 識 した上 で,い ろい ろな問 題 につ い て検 討 す る必 要 が あ る と思

　 わ れ る。

③ 四国 地 域(高 松 中心)

　 　 四国 地 域 の コ ン ピュー タ利 用形 態 を み る と,電 力 会社 や地 場 銀 行 な ど,

　 公 共的 性格 を もつ 一部 の地場 大 企業 や,県 ・市 の行 政機 関 な どで は外 部情

　 報 の収 集.蓄 積,活 用 が み られ る もの の,大 部 分 は主 と して当該 事業 所 内

　 部 の営 業 管 理,一 部 管 理 等 の 内部情 報 の処理 に と どま っ てい る。今 の とこ

　 ろ,積 極 的 に外 部 情報 を活 用 し よ うとす る動 きが少な く,他 地域に比 べ,情

　 報 流 通 の面 では 立 ち遅 れ て い る といえ よ う。

`
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